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一一雇用政策5年ロードマップ一一

脇田 滋

[解説]

文在寅政府の主主場 (2017年5月)

韓国では、 2017年、朴棋恵、第18代大統領が国会と懲法裁判所における手

続きを経て最終的に弾劾され (3月)、同年5月9目、第19代大統領選挙

が行われることになった。主要政党から次の5候補が出馬して激しい政策

論争を展開した。すなわち、共に民主党・文在寅、自由韓国党・洪準杓、

国民の党・安哲秀、正しい政党・劉承岐、正義党・沈相灯である。文在寅

候補は、自らが秘書室長として支えた慮武鉱大統領の政治を継承しつつ、

国民主権尊重、保守政治による積弊解消、北朝鮮との対話政策、雇用政策

など体系的で一貫した姿勢を示し、 4割を超える大量得票で他候補に大き

な差をつけて当選した。

成武鉱元大統領が2008年2月に退任して以降、李f9J博、朴櫨恵の2代続

いた大統領時代、ハンナラ党と、その後身であるセヌリ党による親大企業

(財閥)の保守政治が続いていた。その9年間に韓国社会は、「官める者ま

すます官み、貧しき者・ますます貧し(冨益冨、貧主主貧)Jと指摘される「社

会の両極化Jが進んだ。若者の多くは、韓国社会を努力しても報われない

「傾いた運動場Jと呼び、恋愛・結婚・出産を放棄する「三放世代Jとし

て未来への希望を失う状況が強まっていた。朴植恵氏は、 2012年の大統領

(郎il~ '18) 51-2， 361 (1327) 
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選挙では、野党候補(文在寅氏)の労働・福祉公約を「上回る」内容の進

歩的公約を示して僅差で当選した。しかし、就任後、そうした公約の多く

を反故にして政策面で次々と後退を重ねたロ 2014年4月「セウォル号惨

事」では、利益至上で安全・安心のない社会と無責任な官僚・政治に対し

て、国民の批判が強まっていた。しかし、朴横忠大統領が、国民との対話・

交流を回避する「不通」政治を続け、最終的に大統領周辺の特権・腐敗の

実態が明らかになる中で、退陣を求める声が高まることになった。 2016年

末からは毎週末、ソウルをはじめ全国各地で、若者や市民が直接参加する

大規模な「ろうそく集会Jが繰り返し行われるまでになった。そして、史

上初の大統領罷免に至ったのである。

2017年大統領選挙で文在寅氏が大きな支持を受けたのは、同氏が進歩的

な人権弁護士から出発して虚武銭大統領秘書室長を務めて豊富な政治経験

があったこと、 2012年選挙では僅差で惜敗したことも重なって、保守党と

は対極の政治を代表する候補として際立つていたことが理由であった。つ

まり、文候補は「ろうそく市民革命」の流れを国政に反映させるのに最も

相応しい候補として国民の広い層、とくに若年層から大きな支持を受けた

と考えられる。特筆するべきことは、文在寅候補が、労働・福祉政策につ

いては、同じ「共に民主党Jに所属する朴元淳ソウル市長からの申し出を

受け入れて、岡市長が進め実績をあげていた闇期的な労働政策を国政レベ

ルで反映する公約を提示したことであった。

文在寅政府は、 2017年5月10日、スタートしたが、 5月12日、大統領と

しての最初の訪問先は、非正規職(非正規雇用)が多く働いている「仁川

国際空港公社jの現場であった。大統領は、そこで労働者に取り固まれる

中で「非正規職の正規職転換」を約束し、「非正規職ゼロ時代」を宣言した。

雇用労働部は、 6月28日、不当労働行為根絶方案を発表し、 7月20日には、

「公共部門非正規職正規職転換計画J発表した。また、 8月4日、翌年 (2018

年)の最低賃金を7530ウォン(時間当たり)と大幅に(16.4%)引き上げ

(龍法'18)51-2. 362 (1328) 
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る決定を行った。これは任期5年以内 (2017・22年)に 1万ウォンにする

大統領選挙公約実現への第一歩となった。

100大国政課題 (2017年7月19日)

新政府の国政企画委員会は、 7月19日、選挙公約で示されていた政策内

容を整理した「国政運営5ヶ年計画Jを発表した。同i汁画は、文在寅政府

5年間に推進しなければならない政策方向を、国家ビジョン、国政目標・

戦略、 100大国政課題、複合・革新課題に分けて示している。医!家ビジョ

ンとしては、国民主権の憲法精神を基盤とする「凶民の岡」、すべての制

度を新政府の核心価値である「正義Jの原則によって再構成する「正しい

大勝民国」が示された。そして、実践戦略として r5大国政目標Jとr20
大国政戦略j、rlOO大国政謀題」が設定され、これとは別に r4大複合・
革新課題Jとして「雇用経済Jr革新創業国家Jr人口絶按Mil~J r自治分
権と均衡発展Jが示された。

5大国政目標別の国政課題としては、①国民が主人の政府、②共に良く

暮らす経済、③自分の生活に責任を負う国家、④等しく発展する地域、⑤

平和と繁栄の韓半島が挙げられた。この中で雇用政策に関する内容として

は、「②共に良く暮らす経済Jに、「戦略1:所得主導成長のための雇用経

済J(16国民の目の高さに合った良い雇用創出(雇用部)、 17社会サービ

ス公共インフラ構築と雇用拡充(福祉部)、 18性別、年齢別オーダーメイ

ド型属用支援強化(雇用部)、 19失職と引退に備える頑用安全網強化(雇

用部)、 20良い雇用創出のためのサービス産業革新(企財部)Jが挙げられ、
また、「③自分の生活に責任を負う国家jでは、fIi成田作1:皆が享受する包

容的制祉凶家Jr戦略2:国家が責任を負う保育と教育Jr戦略3: I五!民安
全と生命を守る安心社会Jr戦略4:労働尊重、性平等;を含んだ差別のな
い公正社会Jr戦略5:自由と創意があふれる文化凶家」が挙げられた。

(臨法'18)5卜2.3(i:J (l:J29) 
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この戦略4の中で、雇用に密接に関連するものとして、以下の通り、 i63

労働尊重社会実現(雇用部)Jとi64差別のない良い職場作り(雇用部)J

が提示された。

戦略4 労働尊重・性平等を含む差別のない公正社会

。主要内容

0お互いの違いを差異でなく優劣と認識する差別は、個人の能力と

尊厳性でなく、所属した集団あるいは性別で判断して、個人と集

団関の不合理で不公正な不平等に直結

一これは相互不信と敵対感を高めて社会的葛藤と分裂を惹起

0正義と統合を核心価値と前提にする文在寅政府は、人を中心に置

いて多様性を相互尊重して、いかなる差別もない公正な社会を指

向

一人を社会経済の中心に置けば必ずその人の労働を尊重するほか

はないという点で労働人権を強化して労働の社会的対話参加な

どを推進

一特に正規職と非正規職問題解決のために差別のない良い職場作

りを核心課題として推進

0社会的差別解消の核心は違いの尊重と性平等社会の実現にあるの

で多様な形態の家族の安定した生活を支援して、社会的差別を解

消し、大統領直属性平等委員会設置等を通して社会全般に性平等

文化拡散努力

。国政課題

口労働尊重社会実現63

口差別のない良い職場作り 64

口多様な家族の安定した生活支援および社会的差別解消 65

口実質的性平等社会実現66

(龍法 18)51-2. 364 (1330) 
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63 労働尊重社会実現(雇用部)

口課題目標

。労働基本権伸長および脆弱勤労者権利保障のために労使政社会的

対話を通した労使関係法・制度改善

O賃金不払い、不当解雇、職場内いじめなどから勤労者権益救済強

化

口主要内容

O(労働尊重)労使政社会的対話で労働尊重社会基本計画樹立 ('18

年)

O(労働基本権伸長のための法・制度改善)'17年に2大指針廃止、

公共機関成果年俸制関連措置廃棄、違法・不合理な間体協約是正

指導など改善一雇用形態多様化など新しく提起される需要を反映

して脆弱勤労者の労働権保護のために'18年から労使関係法・制

度改善推進

O(ILO核心条約批准)強制労働に関する第29号および第105号条約、

結社の自由および団結権・団体交渉権保護に関する第87号および

第98号条約批准推進

O(勤労者利害代弁制度の拡充)'18年から勤労者代表制度機能強化、

中小・零細未組織労働者権益保護のための支援体系構築

O(不払い・不当解雇救済)不払い勤労者生計保護強化および不払

い事業主制裁強化、不当解雇救済手続き改善 (-'18年)

O(青年雇用基本権)学校労働人権教育活性化、 '18年に職場内いじ

めから勤労者保護のための総合対策用意・施行

口期待効果

O労働基本権および脆弱勤労者の権利が保障されて、勤労者の生計

および人格侵害形態根絶

(随法 18)51-2. 365 (1331) 
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64 差別のない良い職場作り(雇用部)

口課題目標

O非正規職縮小ロードマップ用意を通じて非正規職問題総合的解消

推進

O外注勤労者、感情労働者など保護強化

口主要内容

O(非正規職縮小のためのロードマップ)使用理由制限制度導入推

進、非正規職*使用負担強化方案用意

*常時・持続、生命安全関連業務は正規職直接雇用を原則にして、

使用理由制限の範囲は実態調査等を通して合理的に規定

O(差別のない良い雇用)非正規職差別是正制度全面改編、雇用形

態による差別禁止、 1年未満勤労者(非正規職含む)退職給与保

障など

O(元諸共同使用者責任)請負注文人の賃金支給述帯責任および安

全保健措置義務強化、派遣・諦負区別基準再確立

O(賃金格差解消)'20年最低賃金1万ウォン実現と小商工人など負

担緩和方案用意、公正貸金構築など賃金格差解消推進

O(産業安全保健体系革新)特殊雇用労働者など保護対象拡大、請

負注文人の産業災害予防義務に対する総合的な改善方案用意、重

大災害発生時処罰強化

一感情労働者保護のための法的根拠用意、特殊形態勤労従事者産業

災害保険適用拡大など保護死角地帯解消

一物質安全保健資料 (MSDS)営業秘密審査制度導入、一定規模以

上事業場安全・保健管理業務委託禁止など制度改善

口期待効果

O非正規職濫用防止、処遇改善等を通して労働市場両様化解消

(龍法 '18)51-2，部6(1332) 
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0産業災害予防により健康で安全な職場造成

新政権は、保守系野党の抵抗のために雇用労働部長官の人選に難航して

いたが、ようやく2017年8月16日、金築珠議員(共に民主党)が長官に就

任した。さっそく、同長官は「重大産業災害予防対策」を発表し (8月17

日)、続いて、朴樺忠政権が労働界の反対を無視して強行した「二大指針(公

正人事指針・就業規則解釈および運営指針)Jを公式に廃棄すると宣言し

た(9月25日)。新政府は、雇用政策を重視して大統領直属のiJ{I[)1]委貝会」

を設け、問委員会は、lOH18 [J、 100大国政課題の中で任期5年以内に実

現を目指す雇用政策とその履行計闘を詳しくまとめて「属J1J政策5年ロー

ドマップJとして発表した。

この「雇用政策5年ロードマップ」の意義・特徴は、①文在寅政Tf.fの最

優先国政課題である「厩}日経済」の5ヶ年にわたる実践計画を提示して、「国

政運営五ヶ年計岡Jで提示された扇用課題を具体化したこと、②今後5年

間、雇用政策の方向を設定する政策指針として掃ぎのない政策推進のため

の土台を構築して、雇用政策の緩針盤として予ill!J可能性と一員・性をInjJニさ

せたこと、③5年間の実践計画と推進日程表を提示することで国民に「雇

用政府」に相応しい成果を創り出す約束という意味、④新政府発足以後、

確立してきた雇用インフラと公共部門の n呼び水」の役割を基に、今後、
民間部門の良い雇用創出に注力することとされている。そして、iIO大重

点課題推進計画Jとしては、〈雇用インフラ構築)(雇用中心悶政運営シス

テム構築、雇用安全網強化・革新型人的資源開発)、〈公共雇JU創出)(公

共雇用81万人拡充)、〈民間雇用創出)(革新型創業促進、産業競争力向上、

新産業・サービス業育成、社会的経済活性化、地域雇川創出)、〈雇用の質

改善)(非正規職濫用防止・差別のない職場造成、勤労条件改善)、〈オーダー

メイド型雇用支援)(青年・女性・新中年などオーダーメイド型服用支援)

が挙げられ、今後の版行計画が示されている。本稿は、この「崩用政策5

(間法'18)5卜2.367 (1333) 
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年ロードマップJの全文を日本語訳したものであるo i 

l 朴植忠政栴末期までの韓国における扇用・福祉政策については、矢野昌治・

脇田滋・木下秀雄編 f服用社会の危機と労働・社会保障の展望J(日本評論社、
2017年)の「第四郎外国法研究第l章韓国第l節韓国における雇用社会の

危機と労働・社会保障の再生J(脇問執筆)参照。文在寅政府の雇用政策に大き
な影響を与えた朴元博ソウル市政の労働政策については、白石孝編著、朴元i享・
上林陽治『市民民主主義をつくる~ソウル市長からのメッセージJ(コモンズ、
2018年2月)、「隣国における廠用安全網関連の法令・資料J龍谷法学の r(4) 
ソウル特別市生活賃金条例J(妹尾知則、脇田滋)(2016年8月)、 r(5)ソウル
特別市労働政策・非正規職関連条例J(2017年3月)、 r(6)ソウル特別市感情
労働者保護条例・関連資料J(2017年12月)参照。文在寅政府は2018年5月で就
任 1年を経過し、市民団体や労働団体が中心となってその雇用政策の評価をめ

く・って討論会やシンポジウムが行われている(韓国労働社会研究所・ 2018年4

月24日、民主労総政策研究院、韓国非正規労働センタ一、韓国産業労働学会主催・

2018年5月4日など)。

(飽法 '18)51-2， 368 (334) 
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[翻訳]

雇用政策5年ロードマップ2

2017.10.18. 

雇用委員会・関係部署合同

日次

ト服用の意義および状況診断

n. JiftJfJロードマップ基本方向
田.ロードマップ10大重点課題

〈インフラ〉

(1)雌用中心国政運営システム構築

(2)届用安全網強化および革新型人的資源開発

〈原則創出:公共〉

(3)公共服用81万人拡充

〈厩用制lH:民間〉

(4)革新型創業促進

(5)産業競争力向上および新産業・サービス業育成

(6)社会的経済活性化

(7)地減崩JIJ創出

〈崩Jtfの質改普〉

(8)非正規l臨iViJU防止および差別のない職場造成
(9)勤労条件改善

〈オーダーメイド型支援〉

(10)背年・女性・新中年などオーダーメイド型属用支援

2 ここでは「胤川政策」と訳したが、「原則」の原語は「包スト司Jという韓国語
l古|有iiliである。「営スト己lJの意義は r~I:計を立てていくことができる手段として
の職:業Jであり、漢字紙Itl米の「雇用(Jl舎)Jとは区別される。「当スト司Jは
英jiltではjobやwork と択されることが多く、 r.TI.~き」はemploymentと訳される

ことが多い。しかし、この文書では「包スト司Jは fJl舎Jと同じ意味で使われ
ていると理解して「属用」と訳出した。

なお、本稿で頗出する韓国の行政機関名(略語)は、企画財政部(企財部)、

版刷労働部(崩用部)、行政安全部(行安部)、女性家族部(女家部)、産業通信

資j服部(産業部)、保健福祉部(福祉部)、中小ベンチャー企業部(中企部)、科

学技術情報通信部(科学技術部、科技部)、海洋水産部(海水部)、国土交通部(同

士部)、脱林市産食品部(股林郁)である。

(部法 18)51-2. 369 (1335) 
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w.ロードマップ履行計画

1 .雇用の意義および状況診断

1 雇用の意義および重要性

( 1 )雇用は人的資本蓄積の機会→持続的経済成長の原動力

0良質の雇用は個人の人的資本蓄積と生産性の向上を通じて所得を高め

て国家の経済成長力量を向上

*人的資本蓄積係数(単純労務職=0、OECD平均):準専門生産職0.81、専門職1.31

* *OECD 33ヶ国人的資本指数と 1人当りGDPは強い相関関係(相関係数:0.709) 

O失業が長期化する場合、質の低い}雇用流入につながって(履歴効果)

貧閤層への転落招来

*日本の場合、失業期間が6ヶ月以内なら80%が正規職になったが、失業JUl聞が

3年を超過する場合、 30-50%だけが正規職に再就職('12.8月、 LG研)3

(2 )構造的問題解決の出発点+社会的使益創出

0わが国経済が直面した低成長・両極化・少子化など構造的問題解決の

核心は良質の雇用創出

*経済専門家39%が良質の雇用不足を両極化原因と指定 ('17.7月、 KD04

**失業率1%p下落時出産率増加(米国、%p): (2仏24才)1.3 (25-29才)0.9 (30・

手1才)0.5 

3 イ・グンテ、コ・カヨン「大韓民国人的資本が揺れているJLGERIレポート(LG
経済研究院)2012年8月号、 10頁。

4 KDIは、 1971年3月に困の経済政策の樹立と経済発展に資することを目的とし
て設立された、社会科学部門のシンクタンク。韓国開発研究院 (Korea

Development Institute)の略語。マクロ経済、金融、財政、社会保障、労働、

産業、貿易、競争政策、北朝鮮経済など経済・社会全般の詳細な研究を通じて

政策の樹立や制度改革に寄与してきた。

(他法 18)51-2. 370 (1336) 



縛困における雇用安全網開通の法令・資料 (8)

就業誘発係数推移

40 I 
1<人/10億ウォン)

30 

20 
→一全産業

10 t-ーー製造業
間一一サーピス ホ製造業

o 97 ∞ 03 06ω12  15 
*資料:斡国銀行

産業別就業者推移

80 

60 

40 

20 

0 

-20 
11. V4 13. V4 

*資料:統計庁

15.1/4 17.1~ 

0雇用基盤拡大は仕事を過した福祉で財政健全性を高めて社会安定性向

上(犯罪率下落、世代葛藤緩和)等無形の社会的便益創出

*失業率1%p上昇時人口10万人当たり凶悪犯罪14~32件増加('13年、米50州)

( 3 )主要国も雇用創出を第1諜題として選定

OEUは中期計画の fEurope2020Jで持続可能な包容成長のための雇

用拡大努力強化

。米・中・日政府も雇用創出をすべての政策に最優先して経済政策運用

→新政府は時代的要求である良質の雇用創出を国政運営の最優先課題に設

定して、自分の生活を変える「雇用政府」指向

(植法 '18)51-2. 371 (1337) 



翻訳

企業規模・雇用形態別賃金格差

1∞ (大企梁正規殴対比、%)

大企業正縦大企業非正規 中企正規 中企非lE線

$資料:雇用部('16年)

製造業・主なサービス業賃金推移

5∞ 

ーーー，ーーーー ，圃圃圃-・'

制

抑

制

1∞ 
1o 1/4 12 1/4 

・資料:雇用部

14 1/4 16 1/4 

2 雇用状況診断

( 1) (雇用創出)低成長固定化などで雇用創出基盤持続弱化

。97年外国為替危機以後成長率が早く鈍化する中で製造業不振、サー
ビス業生産性停滞などで良質の雇用不足

*就業誘発係数鈍化 ('97年対比、%): (製造業)ム67.0(サービス業)ム26.l

*製造業(=100)対比サービス業生産性 ('14年): (緯国)45.l (OECD平均)90.4 

-低賃金サービス業と雇用安定性が低い建設業(日履い)、零細自営業

者などが属用創出牽引

*就業者数(前年比、万人): ('14年)53.3 ('15年)33.7 ('16.上)28.8 (下)31.0 ('17. 

上)36.3 

*建設業就業者数(前年比、万人): ('14年)4.2 ('15年)2.7 ('16.上)ム1.8(下)6.2 

(龍法 .18)5ト2.372 (1338) 



韓国における属用安全網関連の法令・資料 (8)

家計ー企業所得推移

制

m

m

m 輔自一企梁;rr崎一一一家計所得 -O-GNI

o ~∞ '05 '10 '15 

*資料:韓関銀行

所得分配指標(全体世帯、統計庁)
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0.29 I ・4.4
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場資料:統計庁

('17.上)14.4 

0大企業・中小企業すべてが良質の雇用創出に困難加重

一輸出主力業種と大企業・製造業分野は持続可能な雇用創出力維持に困難

*就業誘発係数(人/10億ウォン、 '14年): (全体)12.5 (半導体)3.6 (石油)1.9 

(化学)6.3 

*300人以上事業体就業者増減(万名): ('14年)11.7 ('15年)9.3 ('16.上)15.5 

(下)4.0 ('17.上)ム2.1

0雇用の大部分を占める中小企業は収益性*が制約されるので追加的な

良質の雇用創出が難しい状況

*大/中企営業利益率(%): ('10年)6.48/3.29 ('13年)4.66/3.15 ('14年)4.42 

/3.12 ('15年)5.48/3.55 

(龍法'18)51-2. 373 (1339) 



観訳

*事業体規模別非正規職比重(%): (300人未満)35.6 (300人以上)13.6 

(2) (麗用の質)労働市場二重構造、勤労環境劣悪など雇用の質の低下

O大・中小企業、製造・サービス業開の格差が拡大する過程で属加の大

きい比重を占める中小企業・サービス業の低賃金固定化

一費用削減と雇用柔軟性のための非正規職使用誘引持続

*正規/非正規職増加率(%): ('05-'09年)3.1/1.2 ('09-'13年)2.6/0.7 ('13-

'16年)2.4/2.7 

0勤労時間がOECD最長水準を維持していて、最低賃金など法的権利さ

え保護されない勤労者多数

*年IIU勤労時間 ('16年): (韓)2.052 (米)1.789 (日)1.724 (強)1.298 

*最低賃金未満率(%、 '16年): (10ft) 23.8 (20代)7.5 (30代)4.3 (40代)6.3 

(50代)8.3 (印代-)14.4 

あいろ

( 3) (就業階層)雇用の量的・質的悪化→就業隆路、所得両極化深化

。青年・女性・新中年など就業階層別雇用条件はより一層悪化

①(青年)高い失業率が持続する ('17.8月9.4%、雇用補助指標3

22.5%)の中で中企就業忌避など雇用ミスマッチ深化

②(女性)出産・育児負担などで経済活動参加低調

*女性経済活動率(15-64才、 '1611:、%): (韓国)58.4 (男性対比ム20.5%p)、

(OECD) 63.6 

③(新中年)早期退職圧力に対しでも社会安全網と再就職支援は不十

分で準備のない創業、質の低い雇用に流入する状況

*55才以上自営業者増減(前年同期比、万人): ('14年)7.8 ('15年)ム2.5('16年)

7.6 ('17.上)13.4 

0雇用鈍化および脆弱階層困難などに成長の果実が家計に還流されるこ

とができず、雇用一分配一成長が相互制約される状況誘発

(臨法 18)51-2. 374 (1340) 



怖凶におけるJu{J11安全制|則辿の法令・資料 (8)

*'00-'16年の問、企業・所得は255%.!t'1JJIIした反而、家iH"所得は138%増加

-'16年以後、低所得肘勤労所得が大きく減少事して所得分配が悪化に転換

* 1分位勤労所得 ('lUド=100) : ('131ド)lO8.6 ('14"IQ 114.5 ('15"IQ 119.8 ('16 

年)108.1 ('17.1/4) 98.0 

(4) (今後の条件) 4次産業革命などに備えたパラダイム変化必要

0少子化・高齢化、両極化などにより内需基盤が脆弱な中で、人的資本

蓄積等を通した成長潜在力追加弱化の可能性

*人口高齢化による成長率減少:('00-'15年)3.9%→ ('16-'25年)1.9% (韓銀、

'17.7月)

*雇用ミスマッチによる人的資本低下:年0.9-1.1% (臓能開発院、 '16.8月)

*人的資本増加鈍化で労働生産性期加率年0.3%p下落 (40ヶ閥、 IMF、'17.4月)

04次産業革命で競争の枠組みが大きく変わって脆弱階層の雇用安定性

はより一層悪化する可能性

一速い速度の技術変化および無人化の流れの中で構造調整(リスト

ラ)が常時化して、中熟練以下雇用の減少で雇用競争深化予想

*'20"1~ まで全世界の服用514万減少 (716万↓、 202万↑)予測('16.1月、 WEF)

*就業者比重展望 ('05→ '25年、%、雌JIJ情報院): (管理)2.6→1.3 (販売)

13.7→11.6 

(技能)10.3→8.5 (農漁業)7.5→3.5 (事務)14.8→17.2 (専門家)15.7→21.1 

→公正経済を基に所得主導・革新成長を加速化して「雇用一分配一成

長Jの好循環復元必要

(拠法 '18)51-2. :l75 (1341) 



制訳

ll.雇用ロードマップ基本方向

1 基本方向

く〉良質の雇用創出を通した「人中心持続成長経済J実現

0未来変化を先導して雇用を増やして不合理な差別を解消して雇用敗れ

る改善

(1) 4次産業革命、少子化・高齢化など未来変化に先制的対応

0財政・税制など政策手段が雇用効果につながるように国政システム再

設計

O転職・失業に対する不安を減らして再就職機会が十分に確保されるよ

うに雇用安全網を先進国水準に拡充

0企業が必要として革新成長を主導できる人的資源を供給する一方、 4

次産業革命を新しい雇用創出の機会に活用

(2 )共生型生態系と革新成長基盤構築で持続可能な雇用創出

0革新的アイデイアと技術が規制・資本の負担なく創業・新産業・高付

加サービス業創出につながる雇用生態系造成

0第3セクターである社会的経済を活性化して新しい雇用突破口用意

0国民要求に応じる公共サービス提供に必要な現場人材を拡充して国家

競争力と民間部門生産性の向上を支援

( 3 )労働市場絡差解消と勤労条件改善を通じて雇用の質向上

0非正規職縮小、公正な補償体系構築など差別のない職場の造成

O勤労時間短縮で仕事・家庭両立および休息がある生活保障

(随法 '18)5ト2，376 (1342) 



締国における雇用安全網関連の法令・資料 (8)

(4 )宵イド・女性・新中年など就業陸路階層に対するオーダーメイド型支援

O対象別オーダーメイド型政策対応を通じて青年雇用隆路本・女性経歴

断絶を解消して新中年人生3毛作条件造成

*25-29才青年人[:]: '17-'21年38.8万人増加(エコブーム世代効果)、 '22-'26年

37.2万人減少→今後4-5年が背年雇用の隆路時期で積極的な政策対応が切実

2 ロードマップ意義および主な特長

( 1) i雇用中心経済」の具体的実践計画

0文在寅政府核心経済戦略である「雇用中心経済」実現への5ヶ年かけ

た実践計画提示

。「国政運営五ヶ年計岡J(国政課題)に提示された雇用課題*を具体化

*①耐用中心経済および所得主導成長と共に「人中心経済」の3大軸である、

②革新成長、③公正経済部門でも雇用と関連した課題を包括

(2 )属用政府の政策指針

05年間の雇用政策方向を設定して政策の予測の可能性を高めて、揺れ

ることなく政策を推進するための土台構築

0追加発捌される属用政策課題の指針役割を遂行してロードマップに合

まれた既存政策課題との整合性・一貫性確保

O政府・地方自治体・公共機関雇用業務評価のガイドラインを提供して

公共部門の政策力量結集

(3 )良質の雇用創出のための国民に対する約束

0関係官1)署協業・専門家参加・利害関係者協議など多様な通信プロセス

を通じて国民の目の高さに合うロードマップ樹立に注力

0今後5年間の実践計画と推進日程表を提示して国民との約束履行責任

を明確にして政策モニタリング基盤作り

(龍法'18)51-2. 377は343)



翻訳

0雇用委員会・関係部署が協業して履行点検体系を構築して、今後条件

変化により政策課題を追加・補完 (RollingPlan) 

(参考)雇用政策ロードマップ樹立過程

( 1 J (ワークシステム)雇用委員会・首席室新設+ロードマップ作

業班構成

く〉雇用政策の推進力確保のために大統領直属雇用委員会 (5.10、大統

領1号業務指示)・雇用首席室新設 (5.11)

0大統領執務室に「雇用状況版Jを設置*(5.24) して雇用状況を

常時モニタリングして迅速対応が可能な体系用意

*①雇用状況(雇用率、失業率など)、②雇用創出(就業誘発係数、就業者増

減など)、③雇用の質(賃金格差、賃金上昇率など)、④経済指標(経済成

長率、投資、消費など)

Oi雇用100日計画J(6.1)を通じて短期課題は早く成果を可視化し

て中長期課題はロードマップを用意

*雇用委員会を開催 (8.8) して雇用中心国政運営体系構築方案、新中年人生

3毛作基盤構築計画など既確定・発表

011兆ウォン追加経費 ('17.7)・'17年税法改正案 ('17.8)・'18年予算

案('17.8)を通じて雇用創出を最優先支援

く>i雇用政策ロードマップjに反映する政策課題発掘・調整のために

5分科事で構成された民官合同作業班構成

*①総括(雇用政策戦略、分野別政策方向、対外メッセージなど)

②雇用インフラ(雇用中心国政体系、教育・訓練、雇用安全網など)

③民間雇用(革新型中小・中堅企業、サービス産業革新、規制革新、社会

的経済など)

④公共雇用(現場民生公務員・社会サービス雇用拡大+正規職転換など)

(龍法 18)51-2. 378 (1344) 



幌国における雇用安全網関連の法令・資料 (8)

⑤労働市場(非正規職格差解消、賃金構造改編、勤労時間短縮など)

総括分科

雇用委員会、企岡財政部、雇用部、産業部、 KDI、労働研など

労働市場分科
胤朋部崩別議長(主準)I産業部室長(主宰)企財郎次官補(主宰) I戚用部労働室長(主宰)

関係部署局長、産業研、|関係部署局長、租税研、|関係部署局長、労働研、

STEPI;など |労働研など |磁用情報院など

(2) (政策課題発掘・協議)各界の意見取りまとめを通じてロード

マップ具体化

く〉雇用政策ロードマップ作業班会議を各分科別に開催

0総括分と会議を通じてロードマップ推進方向、各分野別主要推進

課題選定および部署閥異見協議・調整

。雇用政策T/F会議を毎週開催してロードマップ準備状況点検

0雇用ロードマップに含まれた政策課題のうち核心の争点を調整し

て追加政策課題発掘

O均衡を保った視角(現場・専門家など)と手続き的正当性を確保す

るためにロードマップ樹立過程で多様な利害関係者意見を取りまと

め

0労働界とは非正規職問題など勤労条件改善と労使共生方案を中心

に協議

*韓国労総 (6.20)・民労総 (6.23)・非正規職労組 (7.6)・錦湖タイヤ労組

(7.l9)・双随車労組 (7.27)懇談会、労働界ロードマップ検討会議 (9.l、 9.28、

10.13)等

0経済界とは既存主力産業の競争力強化、新産業成長力量拡充など

(龍法 '18)51-2， 379 (1345) 



翻訳

良質の民間雇用創出方案協議

*経済人総連 (6.l9)・貿易協会(626)・大韓商工会議所(7.10)懇談会、 Uター

ン企業 (8.30)・規制草新 (9.4)・サーピス業(乱6)懇談会、経済界ロードマッ

プ検討会議 (9.14、926)等

O現場民生公務員補充と社会サービス雇用拡大のために公共部門・

社会サービス関係者意見取りまとめ

*地方自治体 (7.6)、公共機関 (7.6)、保健医療 (7.21、7.27)、保育 (8.14)、

LH公使 (9.13)等

0社会的経済関連関係部署・関連団体・民間専門家と懇談会等を通

して生態系構築および活性化方案議論

*金融分野 (7.l2、82)、人材養成分野 (727、8.25)、自活企業 (7.28)、協同

組合 (9.5)、社会的企業(乱18)等

皿.ロードマップ10大重点課題

〈政策課題構成体系〉

( 1 )雇用5年ロードマップの10大重点課題選定

O国政運営五ヶ年計画(国政課題)、雇用関連懸案および中長期課

題などを総合考慮して雇用ロードマップ10大重点課題選定

0麗用インフラ構築、雇用の両拡大、質改善およびオーダーメイド

型支援などを主な分野にするものの、良質の民間雇用創出に力点、

(2) 10大重点課題を後押しする100の細部推進課題提示

010大重点課題の主な内容を中心に100の細部推進課題構成→今後

別途の対策樹立過程を通じて具体化

(龍法 '18)5ト2，施。 (1346)



勝1];1における服川安全網開辿の法令・資料 (8)

0年次別履行目標と法令制定・改正、別途対策樹立など履行計画を

設定して挫折なく実践

分野 10大重点課題

雇用インフラ構築
①崩1日中心国政運営システムピルダー

②服用安全網強化および革新型人的資源開発

雇用創出 公共 ③公共版用81万人拡充

④革新型創業促進

⑤産業競争力向上および新産業・サービス業

雇用創出 民間 育成

⑥社会的経済活性化

⑦地域耐用創出

原用の質改静
⑧非正規職乱用防止および差別ない職場造成

⑨勤労条件改善

オーダーメイド型 ⑩青年・女性・新中年などオーダーメイド型

雇用支援 服用支援

1 雇用中心国政運営システム構築

く〉政策の樹立一執行一評価一補償全段階を厩用中心に改編

0財政・税制・金融など政府支援体系を雇用観点で再設計

100の細部
推進課題

12 

10 

7 

6 

19 

6 

10 

5 

9 

16 

0量的・質的雇用効果により政府支援水準を差別化して基礎腐用秩序述

反企業は志願資格を制限

0公共部門業務詳細システムも雇用中心に盤備

( 1) [財政]①雇用中心評価および②雇用創出事業支援強化

。雇用影響評価など財政事業の雌川中心評価強化

一雇用影響評価対象を大幅拡大して結果を予算編成に反映

(臨法'18)5ト2 .潟1(1347) 



翻訳

. (予算事業)評価対象を拡大 ('17年:249→ '18年:1.000余)と、評

価結果を予算編成と連係 j 

. (法令制定・改正)雇用影響評価導入(チェックリスト活用)→否

定的影響が大きい法令は深い分析後改善勧告 ; 

一大規模財政事業*予備妥当性調査時雇用指標(雇用誘発効果、雇用

の質改善効果)配点上方修正

*総事業費500億ウォン以上で、財政支援300億ウォン以上である建設・情報化-

R&D事業など

一類似・重複財政雇用事業統・廃合、伝達体系効率化など並行

*(中央部署、 '17年)185、17.1兆ウォン/(地方自治体、 '16年)4.186、2.7兆ウォン

→「財政支援雇用ビジネスアセスメントおよび効率化方案」樹立(毎年

上)→予算編成反映

OR&D・中小企業・地方自治体予算編成時雇用比重拡大

-R&D支援企業選定時雇用関連指標比重拡大

一中小企業支援事業 ('17年、 16.6兆ウォン)の雇用関連評価比重拡大

*中企部主要事業に導入('18年)後、全部処・地方自治体支援事業に拡大('20年)

一地域発展特別会計、普通交付税地方自治体配分時雇用成果反映

( 2) [税制]税制支援制度を雇用中心に改編

0良質の雇用を創り出す企業に税制優遇が戻るように税制支援制度を雇

用親和的に全面改編

主な内容

-設備投資がなくても雇用増加に比例して2年間税額控除

(龍法 '18)51-2. 382 (1348) 



韓llilにおける胤月j安全制l悶迎の法令・資料 (8)

-.iE規職転換・経雌断絶女性叫JiI1J1J・勤労所得増大など支援強化

-刷用述係創業中小企業支援強化、ベンチャー出資者第2次納税義

務免除

0租税減免新設および日没延長時雇用創出効果を考慮するために租税減

免評価申に雇用影響評価を段階的に噂入

*年平均減免額300億ウォン以上新設または、 EI没到米する事i税特例対象

(3) [金融]政策金融支援体系を雇朋中心に改編

0雇用優秀企業に国策金融機関などの政策金融支援強化

*雇用優秀企業専用金融商品新規導入(輸出入銀)、1niJlf優秀企業専用資金支援対

象拡大(中信共・信保・技保)および融資限度拡大(中信共)

0国策銀行経営評価時雇用創出優秀企業に対する資金供給実績評価を大

幅強化

。韓銀金融仲介支援貸しlHしの創業支援プログラムに雇用創出企業およ

び雇用効果が高い新しい成長部門支援を追加して拡大

(4) [公共調達・許認可]雇用インセンテイプ拡大のための制度改善

O公共調達に雇用の量と質問述評価比重を大幅強化

一落札者確定過程で良質の雇用創出実績・計画の比重が強化されるよ

うに信任度評価体系改編

*雇用創出優秀企業は適格審査信任度加点上限拡大 (5→7点)

一賃金未払など秩序違反時、減点拡大および最低賃金など労働関係法

違反時、入札制限

一非正規職・派遣勤労者など使用比重により入札加点・減点導入

O政府委託事業、民間資本事業、地方自治体公募事業などの事業者選定

時、事業者の雇用創lH(量・質)計画を検討、評価に反映

*財政事業の委託機関選定時、担当人材に対する給与水準、教育;rl"岡を評価点数

(飽法'18)5ト2.383 (349) 



制訳

に反映

O雇用創出効果が大きい場合、認・許可時インセンテイプを提供*

*(例)(広域急行パス事業者〉休憩時間・超過勤労など処遇改善評価項目比重向

上 (20→40%)

( 5) [評価・モニタリング]雇用中心機関評価システム構築および統計

拡充

O政府業務評価に「雇用J評価比重を大幅拡大

一①「雇用創出J分野新設 (20点)、②雇用課題を主要国政課題 (50点)

に含む、③規制改革(10点)も雇用創出中心に評価

0地方自治体合同評価時、既存重点課題分野内の評価指標の中の一つで

あった「雇用創出J指標を別途分野で新設

*<既存)重点課題、一般行政、社会福祉、保健衛生、安全管理など9つの分野評価

→(改善)雇用創出、地方規制革新2分野を追加して11分野評価

一全体評価要素のうち雇用創出比重上方修正 (4.3→9.1%) 

0公共機関経営評価を雇用親和的に改編 ('17.7月)

一評価指標に雇用項目を加点で新設して、雇用創出のための革新努力

なども評価に反映

O中央部署と地方に雇用政策総括専門担当部署指定・設置および主要企

業・公共機関の雇用動向など把握のために状況版補完

0雇用関連法案の迅速な立法のために事前法制審査、部署閲異見調整お

よび立法予告期間短縮など積極支援

0雇用創出関連褒賞を強化して、雇用統計を拡充

一雇用創出優秀企業に「雇用塔J(新設)授与、雇用創出寄与者(国民・

企業家・公務員など)に対する勲章・褒章拡大推進

一良質の雇用 (decentjob)創出のために質的側面を測定できる「属

用の質J指標開発 ('17.4/4)

(飽法 '18)5ト2，指4(1350) 



縛.固における刷用安全網!則辿の法令・資料 (8)

一「大韓民国雇用データ・ハープJを構築して扇用動向・増減・移動

分析が可能な細分化された雇用行政統計開発

2 雇用安全網強化および革新型人的資源開発

く〉雇用安全網が死角地帯なく先進国水準の保障性を提供することができる

ように拡充

く〉企業の需要と未来雇用環境変化に柔軟に対応できる人的資源供給システ

ム構築

( 1 )雇用安全網死角地帯解消

0特殊形態勤労従事者、自営業者など非適用対象者の雇用安全網適用拡大
区分 対象 改諮方案

特殊形態 -保険設計士など産業災害保険適用職純 (9)、義務適用

勤労従事者 をはじめ段階的拡大

自営業者 -創業後1年→5年以内に加入要件緩和

芸術家
-自営業者とともに任意加入許容

取用保険 *芸術家福祉財凶から説明を受けた者('16年34.731人)

65才以上
-まず65才以前から継続して勤労を提供している問、事
業主が変更された場合にも失業給与支給

自発的離職者
-財政負担に対する社会的合意を経て長期失業者に対し

て失業給与支給

特殊形態
-適用職種拡大および適用除外申請理由*制限

産業災害
勤労従事者

*(現行)適用除外申請時全部許容→

保険 (改善)病気・育児など従事者理由による休業に限る

l人自営業者 -適用職種拡大(金属加工製造業、自動車整備業など)

0トゥルヌリ事業拡大など小規模事業場、低賃金勤労者の死角地帯解消5

-最低賃金引上げを反映した支援対象拡大および未加入者中心支援

5 rトゥルヌリ事業Jの詳細については、川崎航史郎「純国の社会保険死角地帯
解消政策ー零細i事業所低賃金労働者への社会保険料文援事業ー」矢野呂泊・脇
聞滋・木下秀雄編『雇用社会の危機と労働・社会保障の展望J(日本評論社、
2017年)212頁以下、参照。

(間法 '18)5ト2，385 (351) 



翻訳

*<現行)140万ウォン未満→(改善)160万ウォン未満

0青年求職促進手当の支援金額および対象を拡大して低所得勤労能力貧

困層まで包括する韓国型失業扶助に段階的転換

*'17-'18年青年求職手当 (30万ウォン×最大3ヶ月、就成パ連係)、 '19年青年求

職手当 (60万ウォン×最大5ヶ月)、 '20年韓国型失業扶助制度(低所得層含む)

導入

0勤労時間・場所など勤労者中心の社会保険制度を中長期的に所得基準

に改編

O自営業者の国民年金加入を促進するための総合方案用意 ('18.上)

(2)雇用安全網保護水準強化

0雇用保険保障性を'22年までにOECD主要国水準に改善

一求職給与引上げ(平均賃金50→60%)、支給日数*延長 (30日以上)

*<現行)求職給与支給日数90-240日

一超短時間勤労者の失業給与受給要件緩和へ中小零細企業勤労者公

的退職年金導入

*<例示)18ヶ月間180日以上勤労→24ヶ月間180日以上勤労

一保障性拡大と共に、それによる財政収支を勘案して制度全般に対す

る改善法案議論

*求職給与上下限額および失業給与寄与要件、保険科率調整など総合検討

。産業災害保険の支給要件を緩和して復帰支援拡大

一業務上疾病の因果関係判断に「推定の原則J適用*、通常の通勤・

退勤災害も業務上災害と認定

*<現行)業務ー病気聞の医学的因果関係必要→(改善)特定基準充足時、因果関

係認定

一産業災害勤労者の職場復帰支援(復帰支援金・適応訓練費・リハピ

リ運動費)拡大

(龍法 18)51-2. 386 (1352) 



韓国における履用安全網関連の法令・資料 (8)

*<現行)支援対象1~12級、 30~60万ウォン(職場復帰)・ 45万ウォン(適応)・

15万ウォン(運動)

→(改善)支援対象拡大および支援金向上検討

(3)失業者の労働市場復帰支援のための雇用サーピス革新

0公共雇用サービスインフラ拡充(担当人材の専門性向上など)で雇

用サービス部門のOECD水準拡大 (GDP対比雇用サービス予算比重:

韓0.05、OECD0.13%) 

一対民間サービスを提供する就業相談専門担当者補充、職業相談員処

遇改普・および地域雇用発掘機能強化を通じて良質の就業相談・斡旋

提供

一失業給与支給で求職者就業支援中心に雇用センターの業務機能改編

(業務プロセス再設計)

自治団体需要を反映して雇用福祉+センタ一段階的拡大および雇用情報

を連係・統合した「同家雇用情報プラットホームj新設

→雇用サービス専門性強化のための「人材開発計師J用意 ('18

0失職建設技術者の閣内・外の就業斡旋(建設ワークネット)活性化*

*ム建設失業者 (21万人)に対する経歴DBと業者の求人情報を述係した就業支援

事業支援 ('19年)ム海外就職希望者に外国建設会社連係モデル事業実施 ('18.下)

O民問委託雇用支援サービスの品質向上

-就業性と向上のための民間委託機関の品質基準用意・認証、相談の

質を高めるための相談者教育拡大

(4 )現場需要オーダーメイド型・ 4次産業革命対備教育・訓練システム

構築

(簡法 18)5ト2.387 (1353) 



翻訳

0特性化高校、ポリテクなどで現場需要に合う人材養成推進

ーヤングマイスター育成過程事新設、過程評価型資格迎営特性化高校

拡大 ('16年3→ '17年20)

*特性化高校優秀卒業生に専門教育(2年)実施→中小・中堅企業義務勤務(2年)

一根本産業、国家基幹・戦略産業職種分野就業を希望する職業系高校

学生に「中小企業就業連係一奨学金」導入 ('18.3月)

一産学一体型徒弟学校卒業生の高熟練・後学習を支援する技術融合型

仕事学習並行制過程拡大 ('17年3→ '22年60)

*徒弟学校卒業者を対象に支援する高熟練仕事学習並行制(専門大水準)

一採用条件型契約学科を活性化して社会オーダーメイド型学科(注文

式教育過程)に対する法制化を通じて税制支援拡大

ースマートファクトリー、フィンテックなど未来有望分野中心にポ

リテク構造改革(毎年3新技術学科新設)

0新技術分野教育・訓練に力量を備えた民間先導訓練機関車中心に r4
次産業革命先導人材養成訓練J実施 ('18年1千人)

*ビッグデー夕、事物インターネットなど未来核心技術分野先導訓練機関(大学校、

企業、民間訓練機関)を公募で選定後、高級訓練実施

一中小企業勤労者の生産性・問題解決能力を向上させる高級訓練およ

び体系的現場訓練*(SOJT)拡大(在職者職業訓練改編方案発表、

'17.4/4) 

*在職勤労者が現場の業務遂行過程でノウハウを体得するQjT訓練方式をプログ

ラムで開発して類似業種・職務などに適用する訓練方式

一未来人材需要展望と連携して人工知能の特性化大学院(仮称)設置

推進

本大学ICT研究センターも知能化ICT融合型研究センターに改編・拡大

O学生選択権と学校自律性保障で革新型人材養成

一希望学校中心に自由学年制連係学期運営拡大、大学の自律的革新支

(間法 '18)51-2，認8(1354) 



韓国における雇用安全網関連の法令・資料 (8)

援のための大学財政支援事業改編

一融合教育過程などを活性化するための学士改編拡大

*多学期制、集中学期制、柔軟学期制および融合専攻制など導入札7年)

O学校が背年予備創業者のインキュベータ一役をするように支援

一大学創業企業投資を通じて安定的成長を支援するようにファンド拡

大('18年、 200億)、大学院特化型創業先導大学育成など

一創業希望学生たちに学資金全額と奨励金支援 ('18年、 286億)

( 5 )全生涯にわたる職業能力開発体制用意

0全生涯段階にわたる生涯職業能力開発強化

一長期有給休暇訓練活性化および生涯職業能力開発口座制導入検討

*生涯職業能力開発口出制導入方案研究委託実施(-'17.12月)

一主な生涯転換期(毎10年)に経歴経路設計および職業能力開発のた

めの診断、相談、教育訓練システム用意 ('18年試験実施、 '19年義

務化)

一新中年の就:業・創業力最強化のために「ポリテク新中年特化キャン

パスJ('18~ 4キャンパス)および基礎ICT訓練 ('17年600人→ '21

年4.000人)拡大

0職業能力開発の死角地帝解消

一時tm・場所と関係なく職務能力を向上するスマート職業訓練プラッ

トホーム榔築・運営 ('18年プラットホーム構築、 '19年本格運営)

一低所得層、|時害者および国家有功者に職能向上および自己開発のた

めの生涯教育費支援 ('18.3月......)、零細自営業者・特殊形態原用勤

労者対象職業能力開発口座新設 ('18年)等推進

(6 )体系的未来人材育成・活用のためのインフラ構築

O原用・人材需給予iIlIJシステム高度化

(龍法 18)51-2. 389 (1355) 



翻訳

-4次産業革命に対応するための専門担当者需要を中心に産学研情連

係で中長期人材需給新規展望 ('17.末、 2年周期、毎年修正)

*技術発展に対する専門家共同研究、専門家フォーラムおよびT/F運営、関連ア

ンケート調査などを拡大して展望結果に対する信頼性強化

一現場需要を基に雇用需要予測モデル開発・活用*

*未来有望職種に要求される力量導き出し→教育・経歴転換支援

O国家技術資格改編および産業別力量体系 (SQF)構築

一国家技術資格の現場性回復のために一部資格補完・廃止('18年--)、

ロボット、 3Dプリンタなど未来有望分野資格は持続新設('17.4/4、17個)

*<補完)産業トレンドに合うように試験科目補完、現場意見を反映して資格統

合・分割(廃止)受験人員および現場適合、民間資格重複などを考賦して活

用低調資格廃止

一産業別力量体系構築を通じて「資格、学歴、教育・訓練、仕事(経

験)Jの相互互換が可能な力量体系用意 ('17年5個の示範設計)

*SW、建設、根本、デザイン、化学など5つの分野にモデルケースとして適用・

活用事例発掘 ('17年)

→企業の人事管理(採用・昇進など)、労働者キャリアの開発に活用

3 公共雇用81万人拡充

く〉国民要求に符合する質が良い公共サービスを提供して、模範雇用主とし

て本来の役割を果たし、「過労社会脱皮J支援

0安全・社会福祉など国民生活接点分野で良質のサービスを提供して巾

長期成長潜在力を向上させて、青年雇用の陸路緩和

一安全で、福祉死角地帯を解消して信じて任せることができて、労働

尊重に先に立つ「図らしい国」実現

一雇用は生産・所得拡大など直接的便益他に人的資本蓄積、家族・社

会安定など多様な社会的使益誘発

(飽法 18)5ト2.390 (1356) 



怖 l!il における)，d川安全制|則辿のil~令・資料 (8)

→公共部門の呼び水役割強化

0具体的に雌定が可能な分野からまず推進して段階的に81万人堀川拡充

のために追加努力

( 1 )現場民生公務貝原JIJ17.4万人

く〉同家職:静察・副士官・生活安全・潜法機関など補充(10万人)

( 1) (警察)治安本来の任務遂行のために義務静察から一般警察に転換(打

撃隊1: 1、機動隊1: 0.3)、女

のために派t出H所巡回査察人材およびび‘宇枠?察羽署:'1捜史査人材補充 (ω2.3万人)

*犯3罪E件数 (り7万jバf件ド村):ベ('ll"年lドq17布5→ (口'16がf年iド刊i斗)1凶85

→凶悪犯罪検挙率を向上 (76→80%)、事件現場m動時間短縮¥交通
事故死者数OECD水準に縮小*事

*現場出勤時間:('17年) 6分51秒→ ('::!::!iF) 5分40秒以内

* * 1万台当り死8・数(人): ('I7{ド)1.8→ ('22年)1.0 

(2) (軍属IJ士宮)青年人口減少傾向に先制的に対応して、新型武器体系

導入にともなう専門技術群養成 (2.6万人)(j 

*青年人口減少で23年から年11112.3万人余りの現役資源不足予想

→幹部中心兵役構造から転換して兵役は減らしつつ戦闘力強化

( 3) (教員)凶公立幼稚闘拡充に対応して*、法定定員に至らない特殊・

6 r刷 1:'J'iJは将校と兵のII!IIIJにf¥i:附するjlf.隊内の地位で、 ifの rjlf.WJに、'iた
る。 2014"1ミでは約10万人。公務L!として待遇が安定し、大学卒が多い了f{ド肘に適
当な業務内存の職業として人気治til-6い。

(郎il~ 18) 5ト2.391 (1357) 



観訳

非教科教師人材を補強**するために幼稚園・特殊・非教科教師

(栄養・相談など)中心に人材補充 (2万人)

*国公立就困数比重拡大計画(%): ('16年) 24.2→ ('22~~) 36.2 

**教師確保率(%): (特殊)79、(保健)74 (栄養)52 (司帯)19 (相談)22 

→父兄満足度向上*、特殊・非教科教師補充で公教育質向上

*幼稚岡教師満足度(点、 5点): ('17年)4.ω→ ('22年)4.80 

(4) (生活安全など)賃金不払い申告事件急増寧、小包物量増加など配達

人業務負担増加、マーズ・ AI・口蹄疫など感染病発生増加**など

に対応して勤労監督官、配達人、感染病対応人材など補充(3.1万人)

*勤労監督官1人当り申告事件が283件→'08年対比21.5%期加

**急性感染病(人、 10万人当たり): ('05年)27.7→ ('16年)201.5 (7.3倍1)

→賃金不払い処理期間短縮 (48.1→30日以内)等国民生活安全サービス

強化

く〉地方職:消防・社会福祉・生活安全など補充 (7.4万人)

( 1 ) (消防)業務最急増、法定定員未充足*など劣悪な作業環境事*を改

善するために119救急隊などを補充 (2万人)

* i消防力基準に関する規則J上の基準対比1.7万人不足

**消防署員出動のためには運転者l、鋭圧人材2、安全点検I等、 4人が必要か、

人材不足で2人出動して安全点検なしで火災鎮圧する事例頻発

→緊急救助力量強化*および火災・安全事故対応力向上

*消防車畳到着時間:('17年)7分26秒→('22年)7分以内(ゴールデンタイム7分)

(龍法 .18)51-2. 392 (1358) 



勝1)11における崩111安全網開辿の法令・資料 (8)

(2) (社会福祉)松波三母娘自殺事件など福祉死角地帯持続、日本の

1/4に過ぎない社会福祉公務員規模((勝)0.7 vs (日)2.9、千人

当り)を改普するために一線社会術祉公務員、訪問健康管理人材

など補充(1.9万人)

→先進国水準の生活密着型訪ねて行く福祉サービスの実現および児童、

障害者、老人など脆弱階層のオーダーメイド型福祉サービス拡大

*訪ねて行く福祉相談(万件): ('17年)107→ ('22lド)127 

本邑I師洞福祉公務員 1人当り制祉対象者(人): ('I7{n 623→ ('2211:) 356 

(3) (生活安全など)災難安全車・保健など地域行政需要増加に対応し

て、家畜伝染病など予防力量向上のための人材補充 (3.5万人)

*地震発生(悶): ('80年代)16→('06-'15年)53.4 

→各種災難から国民を積極的に保護して住民便宜サービス向上

く〉現場民生公務員17.4万人補充に合計'17兆ウォン所要(国費8.6、地方費8.4)

(2 )保育・療養など社会サービス雇用34万人

く>1段階:保育・療養・保健など需要が多くて緊急な分野中心(17万人)

→ '17年追加経費および'18年度予算案から反映

( 1) (保育)悶公立施設不足および保育教sjliの業務負担過重を解消して、

安心して養育できる条件を造成するために同公立保育施設拡充、

補助・代替教師および子ども守り未補充 (6.4万人)

*同公立施設利用児京比率(%、 '141)::): (側主J)16 (子供の家I:l6)、(OECD平均)68.4 

(拙法 '18)5ト2， :~93 (1359) 



制訳

→養育負担軽減と女性経済活動支援、子ども守りサービスの利用率向上

等を通して保育サービス質と需要者オーダーメイド型サービス強化

*国公立子どもの家利用児童比率(%): ('17年)13.6→ ('22年)40.0 

**子どもす=りサービス利m世情(万世帯): ('17年)6.1→ ('22年)8.1 

(2) (療養)高齢化にともなう療養対象老人および認知症患者持続増加

を考慮、認知症予防・管理人材、老人世話人などを拡大 (4.1万人)I

*長期療薬対象者(万人): ('10年)32→('14年)42→('16年)52 

認知症患者数(万人): ('10年)47→('14年)61→('17年)72 

→認知症患者専門療養機関を段階的に拡大して全国252の保健所に認知

症安心センターを設置して「認知症国家責任j支援など国家が責任を

負う療養サービス構築

*認知症安心センター専門担当人材l人当り認知症患者(人): ('17年)部5→ ('22

fド)147.6 (116水準)

( 3) (障害者)陣害者活動と障害児童家族支援に必要な人材を拡充して、

新規隙害児輩増加などにともなう世話・療養などサービス多様化

(2.4万人)8

* 18才未満附害者新規登録人民(千人): ('11年)6.5→ ('13年)7.0→('15年)7.8 

7 f僚接」に故も近い意味の日本語は「介護」である。「介護Jは日本で作られ
た造語であり、1'11同や韓国では、「介護J(漢字諸)は使われず、法的には「長
期療養Jが使われている。
8 fllt話(吾号)Jは、世話する(号且叫)の名詞形であり、子どもの世話、す
なわち保育、託児、高齢者の世話、すなわち介護にも同じ「世話Jという言葉
を使う。日本でのJU語法と違いがある。

(由法 18)5ト2.394 (1360) 



鰍lliJにおける版川安全制|則辿の法令・資料 (8)

→障害世話受恵者数を拡大して社会参加を促進して世話負犯戦減

*障害者活動支援利川者(万人): Cl7"ド)6.6→ ('22"1:) 9.8 

隙~If;児世家肱支援サービス受忠者(万人) : ('17年)5.6→ ('22年)6.7 

(4) (保健医療)医療サービス人材が不足申して医療・分娩脆弱地峨が

今なお残ることにともない看護・看病統合サービス拡大、精神健

康増進支援強化など補充 (3.5万人)

*人口千人当り医療人員数(人): (韓[l¥))6.1、(OECD平均)15.0 

→看護看病統合サービスを6倍拡大して「保護者がいない病棟」実現、

精神健康増進のためのサービス大幅拡大など医療の質と健康サービス

接近権向上

*看護看病統合サービスH椋病床数(万病床): ('17年)1.8→ ('22年)10.0 

精神健康噌進センター事例柏:理者1人当り梢柑1疾忠者数(人): ('17{1~) 67→ ('22"ド)29

(5) (環境・文化など)森の解説師、生活体育講師、公共図書館夜間関

放人材など補充 (0.6万人)

→多様な余暇活用の機会を提供して生活の満足度をlijJJ二

く〉社会サービス匝!日17万人拡充に総計'1O.2~1S.ウォン所要( I主PI~6ム地方n4.0)

く>2段階:社会サービス公団連営および文化・体育・環境など
多様な分野雇川追加拡充(17万人)→ '19年度予算案から反映

口「社会サービス管理と振興に関する法律(仮称)J制定および設立推進('18.ド)

(龍i去'18)51-2. 395 (1361) 



翻訳

0社会サービス公団の設立根拠および手続き、主要機能、財源調達方案

などを含んだ法令制定推進

0中央に社会サービス支援団を設置して標準運営モデル・運営指針用意、

プログラム開発などで地方公団設立・運用支援

一市・道社会サービス公団*は国公立施設直接受託・迎営、施設従事

者直接雇用、経営・プログラムコンサルティング支援など推進

*地域別福祉需要、供給条件などを勘案して公団規模を決めて、保育・療養など

需要が多い分野と参加度が高い地域から公団を優先設立

口公共インフラ拡充、生涯周期別公共サービス拡大、伝達体系補強等を通

した「国民体感型社会サービス雇用J補充

0分野別実態調査を基に新しい社会サービス需要事を把撮

*<例)老後設計支援、スポーツ・文化事有権向上、 111*本・環境福祉向上など

0社会環境変化にともなう雇用創出政策研究実施 (--'17.末)、雇用創出

優秀事例発掘およびアイデイア公募推進 ('17.10月--)

(3 )間接雇用の直接雇用転換など30万人

( 1) (直接雇用転換など)常時・持続業務事を 3段階にかけて正規職に

転換

*<既存)年中10-11ヶ月以上、過去2年+今後2年→(改善)年中9ヶ月以上、

今後2年以上継続

0まず17年末まで7万人内外、 5年間合計20万人水準転換予想

〈段階別正規職転換計画〉

対象機関 推進日程

中央政府、地方自治体、公共機関、 1'17.7.20ガイドライン発表および実態
地方公企業、国公立教育機関 |調査完了→ロードマップ発表(10月)

(随法 '18)51-2， 396 (1362) 



勝l亘|における服川安全網l瑚辿の法令・資料 (8)

自治団体出111・出資機|則、公共機1'17・年実態調費(12月)、 '18年転換基
!則および地方公企業子会社 1 i棋を用意した後、推進

民間委託機関
'18年上半期j実態調査、転換基準を別
立した後、推進

Oガイドラインにより自律的に転換するが、大規模コンサルテイング

チーム (500人規模)を構成して調鞍・仲裁・コンサルテイングなど

支援

一(派遣用役)組織規模特性など考慮して直接雇用、子会社など決定(契

約満了時点転換)と、生命・安全業務(爆発物処理など)は直接原周

一(期間制)期間制使用基準を厳絡に適用(常時・持続業務純凶拡大)

して正規職転換推進(可及的に'17年内転換)

一(無期契約職)体系的な人事管理システム(職群、賃金、昇級、教

育訓練など)導入および‘処遇改善で組織融和士気高揚

0転換実績モニタリング、非正規職採JI]事前審査制など体系的課題管理

一所要財源反映、公共部門評価制度改替、関述法令・規定(契約事務

規定など)改正などを挫折することなく履行して正規職転換の障害

要因解消

(2) (公企業・準政府・その他公共機関人材補充)公共機関サービス向

上および産業競争力強化のために'22年まで6--8万人拡充

O(国家公共機関)まず今年下半期に自己財源で充当可能で補充が緊急

な機関中心に2.500人追加補充

*人員補充規模(人): ('14年)6.849 ('15年)5.511 ('16年)5.916 ('17年)8.568 

一機能点検分析と述係して「中期人材作業設計 ('18--'22年)Jを樹立

して補充規模算定 ('17.11月)

一国民生活と密接な公共サービス(保健医療、生活安全、災難防止、

検疫など)、 4次産業革命対備(新産業、新再生エネルギ一、出資

(拙法'18)5ト2.397 (1363) 



制訳

研究所研究人材など)、中小企業育成(海外進出支援など)を中心

に補充

※公企業(韓電、道路公社、 LHなど)は自己収入で充当可能で、一

部機関(勤労福祉公団、産業安全公団、中小企業振興公団など)は

政府予算の支援必要

O(地方公共機関)雇用創出、青年義務雇用比率などを経営評価に拡大

反映して、評価体系を雇用中心に改編$

*<既存)経営成果など効率性評価+(追加)雇用創出など社会的価値評価

(3) (勤務時間短縮)政府機関勤務時間短縮計画の具体化等を通して勤

務条件を改善して雇用創出条件を用意

0不必要・不合理な業務慣行を点検して、汎政府業務革新を推進して業

務生産性向上および実質的な勤務時間短縮支援

*通信回線効率化、非効率的会議・ペーパーワーク縮小、不必要な待機慣行改持、

柔軟勤務制拡散など

0超過勤務短縮および年次休暇活性化のための具体的な年度別目標を設

定して実践方案用意

*総額人件費制度を改編して節減された財源はワークシェアなどに活用

→「勤務革新T/F(人事革新処長団長)Jを運営、細部方案用意('17.11月)

〈現場民生公務員雇用年度別補充計画〉

(1旦位:万人)

内容

(臨法 '18)5ト2，398 (1364) 



韓|五lにおける厩問安全網開述の法令・資料 (8)

IJ、a'l' 10.05 0.82 1.8 7.43 

持祭 2.:~ 0.2 0.:~5 1.75 
-義務警察代替人材

-脆弱階層犯罪予防および捜査人材など
1i¥1 

家
jl(i;IIJ士官 2.64 0.07 0.39 2.18 

-新型武器体系導入にともなう専門技

術俳人材

職 教u 2.0 0.3 0.35 1.35 
-国・公立幼稚園拡充に必要な幼稚国教師

-特殊・非教科教師法定基準不足人材など

'1:活安全
3.11 0.25 

-勤労監骨官、配達人、感染荊対応人

など
0.71 2.15 

材など

小.H- 7.35 0.45 1.17 5.73 

地 消防 2.0 0.15 0.36 1.49 
-法定基準不足人材

. 119救急隊人材など

社会福祉 1.9 0.15 0.15 1.6 
-一線社会福祉人材

職
-訪問健康管理人材など

生活安全
3.45 0.15 

-地域生活安全行政需要人材

など
0.66 2.64 

-家古伝染病など対応人材など

※ '18iド地方職は'17.l2JJに確定、 '19-'22年補充規模は行政需要、財政条件などにより調整可能

く公共雇用人員補充効果〉

く>i今後5年、公共サービスが大きく向上して国民の生活が変わります」く〉
l正分 主要指標 '17年 '22年

-消防車ïillj主Ij ~r時 IUJ(ゴールデンタイム7分) 7' 26μ 7'以内|

消防 -火災による死傷者数(人、 10万人当たり) 4.11 3.89 

-心停止急病忠者残存率(人、1.000人当り) 83 93 

現場i務y日h t tj 

-凶悪犯罪検挙事(%) 76 80 

持妓 . .fJ!場m!1l由11寺UIJ(分、秒) 6' 51
H 5' 40~以内

-交通事故死者数(人、 1万台当り) 1.8 1.0 

教u -幼ffld輔教師父兄満足度 (5点満点) 4.6 4.8 

社会制祉
-訪ねて行く福祉相談(万件、年) 107 127 

'1~~1:.現場 1 人当り福祉対象者(人) 623 356 

勤労監杵官 -賃金不払い処理I!期IJIJ(日) 48.1 30以内

主要指標

-I!I公立子どもの家数(ヵ所)

-国公立子どもの家利川児童比率(%)

(龍法'18)51-2. 399 (365) 



醐訳

社サ~ 療養
-認知症安心センター専門担当人材1人当り

部5 147.6 
認知症患者(人)

障害者 -障害者活動支援サービス受恵者数(万人) 6.6 9.8 

ピ 公共医療 . 1人当り管理する精神疾患者数{人) 67 29 
ス

-看護看病統合サービス目標荊床数(万病床) 1.8 10.0 

換正規職転など 非正規職 -公共部門非正規職比重(%) 19.5 10以下

4 革新型創業促進

く〉新しい廠用創出の源泉である革新創業が活性化するように「技術創業と

再挑戦J、「投資と回収Jが善循環する創業生態系構築

0創業家、ベンチャーキャピタル、企業など民間がより主導的な役割を

遂行して、政府は創業負担・投資規制緩和など間接的後援機能に集中

( 1 )民間中心創業生態系造成

0革新性・成長性*が高い企業選別のためにベンチャー確認制度を民間

が主導するように改編(ベンチャ一法改正)

*保証・貸し出し実績よりは投資・研究開発・新技術中心に評価

0民間投資を前提に選定するTIPSモデル事を拡散して、創業事業支援対

象選定時「民間一政府J役割分担方案用意

*民間が選別 (VC投資)と政府はR&Dおよびマーケティングなどを後続支援(最

大9億ウォン)

0アクセシピリティが優秀な場所にアイデイアを実現することができる

メーカースペースを作って創業活動促進 ('18年)

*アイデイアを実現することができさせるのに必要な道具?装備を備えた創作空間

(臨法 '18)51-2， 400 (1366) 



韓l討における届用安全網開辿の法令・資料 (8) 

(2 )革新型技術創業活性化

0教授、研究員、企業技術人材などが容易に創業に挑戦することができ

るように、対象別特性に合う支援制度準備 ('18.上)

*(教授)創業休職期間拡大、創業実績などを大学評価およびLINC+評価指標に

拡大反映

(研究員・公共機関)創業休職時別途定員認定、創業促進人事制度評価優待

0創業者と勤労者の同業者的成長促進のために自社株など成果共有コン

サルテイングを実施して、自社株に対する税制支援拡大事

*(現行)企業勤労者400万ウォン所得控除→(拡大)創業・ベンチャー企業に限

り1.500万ウォン認定

0公営ホームショッピングの革新製品放送時間を拡大して、公共調達の

創業初期・革新企業購買拡大のための制度基盤作り ('18!.1~) 

一技術力および動産担保などに基づいた銀行券与信供給活性化

( 3 )創業危険分散および再起支援

0民間資本が投資しにくい青年創業、再起支援、地方など分野に対して

母胎ファンドを出資してファンド造成拡大

0技術保証基金の投資機能強化

0創業法、ベンチャー法に分散しているベンチャー投資規定を一元化

*(仮称)rベンチャー投資促進法」制定 ('17.12月政府案用意)
0事業の失敗負担緩和のために政策金融(中振公融資、信・技保〔信用

保証・技術保証〕保証など)領域で述帯保証を廃止*('18.上)と民間

金融へ拡散誘導**

*政策金融述317保証免除対象を既存在i司Ifi.1:位等級企業などで業力71ド未満創業企

業に拡大 ('17.8月)→7年以上すべての企業に拡大 ('18.J'.)

**連帯保証免除実績優秀銀行政府誕賞など

0破産時差し押さえ財産除外範囲を現実化して安全網強化 ('18.12月)

(龍法'18)51-2. 401 (1367) 



翻訳

*(現行、 '1:~年改正) 900万ウォン(月150万ウォン x6ヶ月)

(4 )創業負担および規制革新

0中小企業創業投資会社、投資組合などの進入・行為規制緩和

*アクセラレータ結成投資組合に法人出資許容('17.8月)、創〔業〕投資の設立資

本金緩和('17.10月)、専門担当者資格級和('18.下)、投資禁止業種最小化 ('18.下)

O創業企業負担金免除期限延長および対象拡大推進 ('17.4/4)

*日没期限を5年延長する「中小企業創業支按法J改正案国会係留中9

0創業企業財産税減免拡大 (50→100%)等税制支援強化

→「革新創業総合対策J発表 ('17.10月末--11月初め)

5 産業競争力向上および新産業・サービス業育成

く〉自動車・造船など、主力産業の雇用創出力量を拡大して、高付加価値未

来型新産業先行獲得で新しい雇用分野開拓

0外国人投資・ Uターン・輸出など、政府支援を雇用中心に改編して、

規制革新を通じて雇用親和的産業生態系造成

( 1 )主力製造業高度化を通した雇用創出

0主力製造業に新技術を接木、高付加価値産業に転換

一政府合同支援班(政府・地方自治体・経済団体・協・団体)を構成、

9 韓国は1997年8月、「規制日没制 (SunsetLaw) Jを導入した。規制の新設・
強化時と比較して状況が大きく変わっても規制が持続して副作用だけ量産され

るのを防止するために新規規制に時限を定めることにした。文在寅政府では、

規制影響分析を既存規制にも拡大適用する方向で「規制事後影響評価Jを重視
している(イ・ミンホ (2018)r規制事後影響評価活性化のための制度改善方案
研究」韓国行政研究院 (KIPA) _Pocket Summary 2018年)。

(臨法 18)5ト2.402 (1368) 



純国におけるMJU安全網開述の法令・資料 (8)

雇用創出連係投資・雇用プロジェクトを発掘して常着支援

*業種別懇談会 (8-9月、 71m)を通じて半導体、ディスプレイなど9大主力

業種で雇用創出大規模プロジェクト発捌

〈主な業種別投資・雇用創IH計両(--'22年))
業種 民間投資計画(案) 政府支援，lf"ií~j (例)

半導体・ NANDメモリ一、 OLEDパネルな パワー半導体、自動車電気装置半
ディスプレイ ど先端設備拡充(80~~ウォン水準) 樽体などシステム半導体分野育成

石illl化学
大山先端化学特化|吋地造成など 先端科学素材技術開発支援、電力・

(最大10兆ウォン期待) 道路・JU水などインフラ陸路解消

→「産業革新成長戦略」発表 ('17.4/4)

0対内・他リスクおよび産業構造変化などに先制的に対応支援

一供給過剰品目は生産能力段階的縮小を誘導して、既存人材再教育お

よび他業種離職*支援

*造船業退職人材教授採用(年ω人、-'19年)、 q.企再就職(合計.6∞人、"_'18if.)等

一主力産業企業の先制的事業再編支援で既存雇用維持(既存人材再配

置)および新規分野進出による新規雇用創出

04次産業革命対比スマート建設技術*確保、海外建設進出支援**など

建設産業競争力強化を通じて建設分野良質の掘用創出

*(例示)核心技術開発戦略用意 ('17.l2H)、建設技術プラットホーム・モデル事

業 (BIMなど)推進

**韓国海外インフラ・都市開発支援公社設立 ('18._I-.)と金融支援拡大

(2) 4次産業革命先導新産業雇用創出

0未来型新産業早期事業化を通した新しい)fIinJ創出

一(親環境・スマートカー)平目冬季オリンピック水素車実証 ('18年)、

自律乗物テストベッド (fK・CityJ、事城)構築 ('18年)、 1トン電

(00法 '18)5ト2，403 (1369) 



翻訳

気トラック開発 ('19年)等

一(ICT新産業)IoT ('17年)・ 5G('19年)ネットワーク構築、人工知

能R&Dプロジェクト*、 AI学習用データ拡大などAI・ピックデー

タ活用環境構築

*人工知能国家戦略プロジェクト ('17-'23年)、人工知能フラッグシップ・プロ

ジェクト('16-21年)等

一(ドローン)国家総合飛行性能試験場 ('21年、高興)等インフラを

拡充して乗客・物流用ドローン等、未来型飛行体技術開発支援

一(スマートシティ)地域雇用と連係した特化団地構築支援 ('18年)、

インキュベーテイング・ゾーン造成 ('18--'19年)等を通して新産

業育成を支援

0成長動力事業を分野別特性により再類型化して、成長性・革新性外雇

用創出効果中心に再設計

一国政課題履行、産業需要変化などに対応して新しい成長動力R&D

税額控除対象改編(租税特例制限法施行令改正)

0スマートホーム、小商工人用VRショッピングなど、生活と密着した「国

民雇用新産業」を発掘して、先制的制度整備および市場創出*支援

*新市場開拓進入規制解消、専門担当者先制的養成、新しい事業モデル実証支援

など

一新産業発掘ための対国民疎通窓口開設 (r国民雇用新産業1番街J)
O大型公共事業にクラウド先制適用 ('18年--)、グローパルsw専門企

業育成 ('22年100)、公共sw発注改善事などsw産業雇用創出

*sw価値保障および公正取り引き環境造成のためにsw産業振興法改正('18年)

ーサイバ一保安専門家1万人育成およびサイバ一保安適正人材基準用意

。政府R&Dで蓄積された「科学技術ストックj活用強化*、研究産業お

よぴ科学文化産業育成など科学技術基盤雇用拡大

*後続R&D'事業化支援、企業ー技術保有者マッチング、事業化戦略樹立支援など

(随法'18)51-2. 404 (1370) 



鱒闘における雇用安全網関連の法令・資料 (8)

→「科学技術基盤良い雇用創出計画J発表 ('18.上)

0環境問題(微調11粉鹿など)解決需要増加、弱い地域環境投資拡大など

を環境産業の雇用創出に述結

一環境雇用創出計画 ('17年)を樹立して、微細粉塵など環境懸案解

決型新産業育成、社会的経済連係型雇用創出など推進

0国防R&D拡充および制度改善、武器体系国産化拡大、輸出型産業構

造改編など防衛産業を未来雇用創出院で集中育成

*研究成果の業者以前の拡大、誠実実行認定など挑戦的研究開発実行条件造成、

部品国産化l施聞拡大、輸出許可簡素化、技術料減免など輸出支援制度改善

0成長段階別支援体系化、地域特化品目に基づいた発電体系拡散等を通

して融合・複合産業を活性化して農漁村活力向上および雇用創出

0新薬・先端医療機器開発、保健医療ビッグ・データ活用公共サービス

提供、革新生態系造成を通した創業活性化など保健産業雇用拡大

(3 )雇用創出拡大のための投資・輸出促進

0外国人投資誘致拡大およびUターン活性化のために投資誘致制度を統

合して雇用効果中心に再設計

一(外国人投資・ Uターンインセンテイプ)位置づけ・現金支援など

インセンテイプを履用効果最優先で改編 ('18年外国人投資促進法-

Uターン法・租税特例法改正)

*MJ日規模を要件にして、革新成長との好循環のために新技術、 4次産業など支

援優待

ー(外国人投資誘致)高付加サービス業*、グリーンフィールド型な

ど厳用効果中心誘致

*就業誘発係数 ('14年韓鋭、人/10億): (サービス業)17.3) (製造業)8.8 

(龍法'18)51-2. 405 (1371) 



翻訳

→「雇用拡大のための投資誘致制度改編方案」発表 ('17.4/4)

0輸出パウチャー・金融支援拡大等を通して服用創出効果*が大きい中

小・中堅企業の輸出拡大密着支援

*就業誘発係数 ('13年): (大企業)5.5 ((中小企業)9.7 

**中小・中堅企業輸出比重.40%および2.5万の内需企業の輸出企業化目標(~'22年)

一企業が願う輸出支援サービスと機関を選択できる輸出パウチャー制

度(1.786億ウォン、 '17年導入)の適用領域拡大

ーグローパルオンラインプラットホーム(米アマゾンなど)と連係、

電子商取引初歩企業の入庖マーケティング物流金融など全周期支援

(年100社)

一中小中堅企業に対する貿易保険支援規模を'16年44兆ウォンから'22

年まで65兆ウォンに拡大

*貿易保険支援規模(中小・中堅/全体): ('16年)44.3/156.6兆→ ('22年)65/ 

190兆

(4 )中小・中堅企業革新成長基盤構築

0革新力量強化および協業生態系活性化

一中小企業専用R&D支援を 2倍拡大して新産業分野企業に集中支援

し、スマート工場2万ヶ所普及高度化*(-'22年)

*個別消費者オーダーメイド型自動生産体系導入、業組別榔築およびクラウド化

など

一大学などに企業付設研究所を集積した産学研協力拠点を用意して、

テクノパークを技術革新支援中心に特化

一「協力利益配分制J導入 ('18年)等、大・中小企業共生を誘導して、

i(仮称)ネットワーク法J制定 ('18年)等、水平的ネットワーク

活性化*

(間法 .18)51-2. 406 (1372) 



特11¥1における附川安全網開辿の法令・資料 (8)

*協業専門会社制度導入および創業企業水市支援、協業ml'M制度改背・など

一:事業主が企業の経営成果が発生する場合、成果給株式などで勤労者-

に分配することに約定する「未来成巣共有制J導入 ('18年)

*未来成果共有標準協約1!?および評価指標開発 ('17.12月)→導入企業インセンテイ

プ朋窓口8年)

0中小企業政策を革新成長牽引中心に再設計

一政策金融 ('17年、 104兆ウォン)、公共購買 ('17年、 86兆ウォン)、

R&D ('17年、 3.1兆ウォン)等

中小企業政策を技術創業・革新型企業などに集中支援

一約束手形制度の段階的廃止*(--'22年)および、技術奪取防止強化な

ど革新障害物発掘改許

*約束手形段階的廃止ロードマップ用意('17.12月):手形代将手段活性化→手形

利用縮小→商取引.1:.手形制度廃止

0革新優秀製品に対して初期版路を提供して輸出チャンネル拡充

一技術開発製品公共購買拡大 ('16年、 3.7兆ウォン)等、革新製品販

路拡大

-R&D専門企業などの直接生産確認緩和(販路法改正)等、公共調

達市場進入条件改善

一中小企業オンライン輸出統合支援プラットホームを構築して、悶内

外主要拠点にオンライン海外直接販売支援体系朋意(--'22年)

0中堅企業(全体雇用の5.5%)の厳朋持続創出のために成長踏み石を

強化*し、新産業・サービス・地方中堅企業支援強化**

*R&D、税制、輸出など9つの分野制度改善推進

* *WC300+事業例他帯夜結果反映

一中堅企業支援機関*聞の協同ネットワークを構築して、 WC300選定

企業に対してR&D'輸出・マーケティングなど政策・事業述係支援

* (部署)産業部・ I~I 企部・科学技術部、(機関) KIA T • KOTRA・貿協・産銀・

(飽法'18)5ト2. 407 (1373) 



翻訳

中堅速など

本*強小・中堅企業を現行3.9∞の水準から'22年5.500の水準に拡大目標

→「新政府中堅企業政策革新方案」用窓口7.4/4)

( 5 )サービス産業革新および新サービス市場進出

0フィンテック、共有経済など新類型サービス活性化のために制度を整

備してスタート育成など支援強化

ークラウドファンデイング広告許容(発行企業ホームページ、ポータ

ルサイト利用)、専売制限(1年→6ヶ月)緩和、一般投資家限度

拡大.など

本同一企業当たり年間200万ウォン→500万ウォン、総年間500万ウォン→1.000万

ウォン

一共有経済のための制度整備・支援など共有経済総合計画樹立('18年)

O金融産業の自由な進入環境造成、革新インフラ構築を通じて青年が好

む良質の金融園雇用創出支援

*認・許可手続きなど改普法案用意 ('17.4/4)、金融革新支援法制定 ('18.下)

O業種別海外進出戦略樹立およびサービス企業の海外進出支援

ーサービス輸出専門担当センター (KOTRA)を通じて海外市場調査

およびマーケテイングなど企業の海外進出の全過程支援強化

0医療観光MICEなど、プレミアム観光産業を育成して、新しい観光商

品サービスを提供する観光ベンチャー企業発掘育成

0製造融合・複合およびサービスとICT結合など、業種間融合・複合を

促進して製造支援サービス力量強化推進

一製造・医療・教育・文化などとICT新技術(ビッグデータ・ VR.

ホログラムなど)を結合した次世代融合コンテンツ開発

ーデザイン革新専門企業を活性化して高附加エンジニアリング産業育成

(随法 '18)51-2. 408 (1374) 



事事国における扇用安全網開述のw令・資料 (8)

一物流・流通産業にAI、ピックデー夕、 VRなど先端ICT導入、物流

関連制度整備等を通して流通・物流サービス先進化

*宅配上・下車自動化技術開発、宅配貨物車ダンプボデ一般適化技術開発('18年-)

Oニューコンテンツ発掘・育成、ニューミデイオコンテンツ活性化など

を推進して、スポーツ産業創業・成長・輸出など支援強化

一文化技術R&Dを拡大して、ゲームブーストセンター('18年)・ウェ

プトゥンキャンパス ('18年)・ストーリー創作クラスター造成 ('20

年)等、コンテンツ起動支援

ースポーツ産業地域創業支援センター構築、創業教育および保育支援、

初期創業者選定支援、輸出企業育成など推進

0海運サービス業を造船および輸出入製造企業と述係結合して産業問共

生を通じて雇用創出誘導

*海洋振興公社設立 ('18年)、船舶代替乾燥時、親環境補助金制度導

入 ('18年--)

→「サービス産業革新戦略J用意 ('17.4/4)

( 6 )規制革新

O新産業創出を積極支援することができるようにネガテイプ規制転換

一(事前許容一事後規制方式転換)包括的規制概念の定義、フレキシプ

ル分類体系などのために一般法制定・改正、個別法律改正など推進

本ネガテイプ規制発銅ガイドライン川意('17.10月)および転換対象課題発掘およ

び改普案用意 ('17.414)→法令改正推進

一(新産業創出を阻害する既存規制解消)新産業規制革新委員会機能

拡大および専門性補強を通じて核心規制持続打破事

*<例)個人情報に対する厳栴な事前同意を原則に倒人情報収集・活用が制限され

てビッグデーター解析困難→事後同意方式導入および非職別指位法的根拠用意

(龍法'18)51-2， 409 (1375) 



翻訳

0革新新製品は既存規制にもかかわらず新事業試みが可能なように規制

砂箱制度*導入(情報通信融合法、産業融合促進法改正)

*モデル~J~業:モデル事業主体転換(政府→民110) および予算支援を通じて活性

化(産業融合法)、 ICT分野事後規制(ネガテイプ原則)および規制砂箱導入(ICT

融合法)

*臨時詐可:臨時詐可期間延長(最大2年→最大4年)

一認証基準がない新製品も 6ヶ月内に市場発売可能なようにFast

Track認証制実効性向上牢

*ム所管部省・が暖昧な融合製品は国家技術標準院が専門担当 ム海外認証取得時

認証手続き免除 ('17.4/4、産業融合促進法施行令改正)

一未来視点に必要な規制を先制的に整備するために自律乗物・ドロー

ン・ AIなど新産業規制改善ロードマップ推進(因調室)

*<例)自律のため商用化に対比ム交通事故損害賠償責任制も変更ム安全な自

律走行目的の個人情報および位置情報収集根拠用意など

0雇用創出を阻害する現場規制陸路積極的に解消

一(大・中堅企業)新産業分野企業らの大規模プロジェクト推進を遮

る現場規制院路*積極的に発掘・解消(産業部・経済団体)

*<例)S半導体述結道路規制改善で雇用2千個の楠加および7千億投資

一(小商工人・中小企業)小規模プロジェクトでも小商工人・中小企

業雇用関連規制*は優先解決(民官合同規制改善推進国・中企部)

*<例)認証制度閑述試験・検査機関の運営実態現地作業後改持推進

6 社会的経済活性化

。市場性と社会的価値を並行追求する社会的経済セクターを新しい雇用創

出宝庫として集中育成

0社会的経済発展のための持続可能な生態系構築および進出分野多角化

(飽法'18)5ト2.410 (1376) 



悦!五lにおける桜川安全網関連の法令・資料 (8)

を通じて創意的で多様な成功事例創出

( 1 )社会的経済の成長インフラ構築

O(支援体系構築)社会的経済の法的桜拠を用意して統合的な政策コン

トロールタワー確立

一社会的経済3法*制定で社会的経済活性化制度的基盤作り

*社会的価値実現法、社会的経済基本法、社会的経済企業製品販路支援法

一関係部署協議体構成による政策樹立・調整などコントロールタワー

を構築して、社会的価値評価指標および会計監査システム確立

O(金融接近性向上)公的金融制度拡充および民間投資環境改善

一社会的経済企業専用支援アカウント新設および投資ファンド拡大*、

信保・地域信保の保証対象(協同組合・社会的企業→マウル・自治

企業含む)および支援限度拡大“推進

*母胎ファンド追加造成100億ウォンおよび社会投資ファンド新規造成300億ウォン

** 協同組合 社会的企業

(現行)4位、ウォン→維持

一社会成果連係債権 (SIB)を泊)11した社会成果補償事業*根拠法制定

*民間投資で公共事業実行後、成果目標述成11寺の事業費など保全(ソウルiti)

O(販路拡大)社会的経済親和的な公共調達体系改編、社会的経済企業

製品優先購買促進、販路支援統合プラットホーム構築など推進

*総合審査落札制度審査基準に「社会的貿任J加点上向き

**社会的企業・社会的協同組合など製品義務購買制度導入および物品・朋役入

札時随意契約制度新設 (5千万ウォン以ド)

O(人材養成)大学を通した社会的経済専門担当者養成システムを構築

して、背年中心の創業活性化基跳造成

*5大学に社会的経済関連学位・ JI=学位制程開設および創業空間・メンタリング

(飽法 18)51-2. 411 (1377) 



翻訳

支援のための「ソーシャル・キャンパス温j拡大造成 (3→9)

(2 )主な分野別進出拡大

O(社会サービス)進入障壁解消およびサービス質向上

一保健福祉型予備社会的企業指定要件を緩和*と、受託対象明示およ

び問題法人受託禁止新設など業務便覧改正

*有給勤労者雇用、利潤の社会的目的再投資など要件緩和適用など

O(住居環境)住民参加型都市再生を通した地域共同体活性化

一都市再生・賃貸住宅供給など、地域活性化事業に社会的経済企業参

加を促進して、住宅都市基金を活用した融資・保証支援拡大

O(文化芸術)文化空間・文化芸術プログラム拡大運営による疎外階層

の文化享有権増進および地域観光・体育振興事業活性化

。(フランチャイズ)コンサルテイング、プランド開発、 IT環境構築な

どを支援して共生・協力基盤ビジネスモデルを開発してフランチャイ

ズ型協同組合育成

O(地域基盤)地域内人的・物的資源活用を通した雇用・所得創出

ーマウル企業拡散および農・漁村特化型社会的経済企業育成などを推

進して、良・水産協同組合を通じて資金支援強化および販路拡大

一協同組合など住民参加型新再生エネルギー普及モデルを拡散して、

生態観光協同組合設立、環境基礎施設近隣エネルギータウン造成な

ど推進

O(ソーシャルベンチャー)革新的ソーシャルベンチャー育成を通した

青年就・創業ブーム造成

*ソーシャルベンチャー育成のための制度基盤作り、専用インパクト投資ファン

ド1.印即位ウォン造成

→「社会的経済活性化方案J別途発表('17.10.18)

(随法 '18)51-2， 412 (1378) 



韓国における原用安全網開述の法令・資料 (8)

7 地域雇用創出

く〉雇用創出を牽引する新地域革新成長拠点を育成して、既存地域インフラ

(産業団地・地域特区など)は雇用中心に転換

0地域の観点で地方投資補助金、地域産業、地域人材採JU支援制度を再

設計

( 1 )地域の革新成長および雇用拠点構築

0革新都市革新力量強化、インフラ構築を通じて地域の革新成長および

雇用創出動力拡充

一革新都市別総合開発計画樹立、以前の公共機関の地域寄与強化、革

新ガパナンス構築を通じて革新都市の革新力量向上*

*総合開発計剛、公共機関地域寄与関連革新都市法改正 ('18年)

一以前の公共機関と連係したスマートシティ技術的月]*、以前の機関・

地域大学オープンキャンパスなどを推進して企業および革新人材

流入促進

*スマート交通制御(金泉)、エネルギーゼロビルデイング(背州)等

0革新都市中心に「国家革新クラスターjを選定して、新成長雇用創出

拠点に育成 ('17.4/4、均特法改正)

一選ばれたクラスターは、企業誘致のためのインセンテイブを提供し

て、地域以前の公共機関と連係して地域人材採用支援

一民間企業などクラスター内革新主体が共に新産業に挑戦できるプロ

ジ、エクト実fliEを通じて新産業雇用早期創出支援

* (例)(令市)縦州革新都市+エネルギ一公企業+企業・大学→エネルギ一新産
業実証

→「地域クラスター活性化方案J用意 ('17.4/4)

(随法 '18)51-2， 413 (379) 



翻訳

0製造業雇用の50%が集積された産業団地を青年と女性人材が集まる

「未来雇用革新クラスターJに転換

一産団工場のスマート化を大幅拡大本し、産・学・研ネットワーク活

性化で雇用まで続く好循環基盤拡充

*産団内スマート化工場数:('16年)1.731→ ('22年)13.000 

一勤労・定住環境改善のために属用部(子どもの家)、国土部(賃貸住

宅)、文体育15 (文化活動)等、関係部署産団環境改善事業統合改編

* ('17年) 9事業110億支援(子どもの家12倒の設置など)→ ('18年)統合・拡大

O先端新産業育成のための地域別拠点国家産団造成推進

*慶南(医・生命)、忠北(結尿・バイオ)等、新規8ヶ所に対する妥当性検討な

ど推進 ('17.8月-)

0セマングム・世宗市など、既存均衡拠点事業の本格化・拡散

* (セマングム)公共主導埋め立ておよび基盤施設早期構築および民間投資誘致

(世宗市)中央部署追加移転、交通条件改善、先端産業誘致、未開発用地前JfJ

0地域特区 ('04年~、現190ヶ所)の新技術事業化機能拡大

一新技術に対するグレーゾーン解消、実証事業化特例導入など「テス

ト・ベッド型地域特区J導入 ('18.上法案発議)

一「板橋ベンチャー団地」モデル全国拡散 (-'22年、 3-5の追加)

ー旧都心を活用したスタート業センターなど、革新空間構築およびた

てた商応街など旧都心リモデリング事業推進

(2 )地域投資・事業活性化

0企業の地方投資および雇用創出を誘導するために、地方投資促進補助

金および市・道間協力事業改善

一(地方投資促進補助金)良質の雇用創出企業に対する選択・集中、

支援業種制限緩和など雇用中心に再設計 ('18.上)

一(市・道間協力産業)地域内新産業雇用創出のために協力産業を中央

(龍法 '18)51-2， 414 (1380) 



緯IJiIにおける属則安全網関連の法令・資料 (8)

の新産業育成政策と連係・改編

*機械部品、医療機器なと'17の|動力陀業→電気自作車、スマート・親環境船舶、

先端新素材など未来新しい成長動力14分野の協力プロジェクトに調整

0都市再生ニューデイールを通じて賃貸住宅管理、世話サービス、家修

理など地域基盤雇用が創出されるように構造確立

一財政支援事業期間 (3~6 年)以後にも地域雇用創出が持続できる

ように、住民主導自然発生的組織を育成して好循環構造形成

一都市再生地域で空き家、空きm81D空間を活用した創業、商業など経
済活動が活発になされるように基金融資支援 ('17年320億)

(3 )地域版用創出のための支援体系尚度化

0地域条件・実態を考慮した地域別労使共生型雇用モデル噂の拡散を支

援するためのコンサルテイング拡大および協議チャンネル構築

*地域労・使・民・政の労使協力、適正賃金など版用・労働懸案議論および改持

案樹立

*<例)鹿北型属用:公共機関週4日勤務でワークシェア、都市青年凹舎派遣など

一地域雇用・産業に対する実態調査を実施して、調査に基づいて地域

労使民政協議会等を通して地域別モデル創出

0地方移転公共機関の地域人材採)1=1拡大のために、現行勧告規定である

地域人材採用を義務化 ('17.4/4、革新都市特別法改正)

一段階的に全機関採用目標30%達成 ('18年18%→ '22年30%)

一地域大学一公共機関問草新都市需要オーダーメイド型教育プログラ

ム運営

0経済自由区域、地域特区、研究開発特区など地域位置づけ効率化およ

び述係方案用意('18下)

(随法 18)51-2. 415 (381) 



翻訳

8 非正規職濫用防止および差別のない職場造成

く〉わが国経済の雇用創出動力を制約する非正規職問題の根本的解決企画

0常時・持続、生命・安全業務の正規職採用原則確立

0差別是正制度全面改編、処遇改善など非正規職差別解消

0社内下請け・特殊形態勤労従事者に対する法・制度的保護方案用意

。非正規職なと寺未組織労働者の権益保護および利益代弁機能強化

( 1 )非正規職法・制度改善および正規職採用の雰囲気拡散

O期間制法を期間制限→使用理由制限方式に改編 ('18年--)

期間制労働法の改正 (2018年度予定)

区分 (現行)期間制限方式 (変更}使用事由制限方式

内容 年合理ま的で使事用由なくても最大2 合理的事由がある場合にだけ期間
制使用可能

合職包 事業の完了、欠員代替な
理由 どの場合には期間制限例
。海外立法例・実態調査結果を反映、
現行期間制法の例外事由改普

外

適用 5人以上事業場に一律に
方式 適用

労事働業場市規場模に別対段する影響考慮、
階的適用

一特に、生命・安全と直接関連する業務(鉄道・航空など)の場合

期間制・派遣労働者使用を禁止 ('18年)

*鉄道・航空など公共安全直結分野は法律に明示、その他分野は施行令の上である

O企業の正規職採用の雰聞気造成・拡散

-非正規職過多使用企業の社会的負担拡大のために雇用形態公示制事

(3∞人以上企業)・企業公示制** (上場企業)強化 ('18年__)10 

10 雇用政策基本法が2012年12月に改正され、一定数以上の勤労者を使用する事

業主に「雇用形態現況公示J義務が課されることになり、 2013年6月19日に施行
された。同法施行令・施行規則によって企業 (3∞人以上)は、正規職、有期ノ

(臨法 '18)51-2， 416 (1382) 
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*(現行)所属他労働者lfrtJtJJJLi兄公示→(改善)所属他労働者業務内容

追加公示および派遣・ m役・社内下請けに区分して公示推進

* * (現行)期間制・短時間労働者雇用現況公示→(改善)所属外労働者も公示
一非正規職の正規職転換誘導のための財政・税制支援拡大事、公共調

達制度改編** ('18年)

本正規職転換支援金(1人720→960万ウォン)、税額持除(1人700→1.000万ウォン)

**非正規職使用比重にともなう加点・減点項目新設

(2 )非正規職差別解消

0差別是正制度を全面改編、雇用形態による不合理な差別禁止('18年--)

一非正規職が同種業務を行う正規職に比べて差別がないように比較対

象労働者認定範囲の拡大

*韓国標準職業分類を活用して比較対象者同種業務を明確に規定

一不利な処遇に対する合理的理由を認める範囲縮小

一比較対象労働者の賃金など関連情報提供請求権を新設して、労組・

労働者代表などに差別是正申請権付与検討

ー現場の差別解消のために地方労働官署に「差別解消チームJ設置

O勤労基準法などに「阿一価値労働同一賃金J原則規定検討

0非正規職労働者の基本的勤労条件保障

-1年未満勤続者に対して退職給与・年次休暇*付与推進 ('18年--)

*(例) 2年目年次休暇日数から控除→控除なく保障するように改善

一女性非正規職の出産休暇給与保障のための法・制度改善*

*出産休暇期間中に契約期IIIJが満了しても残った法定期間給与保障

、属刷、パート(直接雇用)だけでなく、社内下論、派遣(間接雇用)まで、雇

用形態ごとに働く労働者数とその割合を毎年3月31日までに明示することにな

り、その結果は雇用労働部長官が運営する殖用安定情報網(ワークネット)で

公開されている。

(飽法 '18)51-2， 417 (1383) 



翻訳

事業主が出産休暇・育児休職確認訪米発行時、麗用センターが代理請求

( 3 )社内下請労働者・特殊形態勤労従事者保護

0社内下請労働者保護など元議・下論労働者勤労条件格差緩和

一社内下請労働者実態調査に基づいて元請・下請労働者間の格差緩和

方案用意 ('18年---)

*元締ー社内下請労働者間の不合理な賃金格差綾和、雇用継承など

ー下請労働者賃金不払い、適正賃金、安全管理など元請け責任強化

*賃金不払いi時、請負人連帝責任規定、労務費変動時、納品単価協議対象包合など

O最近の判例などを分析して派遣・請負区分基準を再確立

一勤労監督官増員と連係、社内下請比重が高い事業場などを選別して

不法派遣監督強化

*大法院などの不法派遣確定判決事業場に対して履行状況点検、監督など持続管理

O特殊形態勤労従事者に対する実態調査・専門家意見取りまとめなどを

経て労働基本権保障のための法・制度的改善法案用意 ('18年--)

一貨物運輸業新規進入時、直営義務化および持込み制度段階的改善

('18年)

→「元請・下請労働者格差緩和および特殊形態勤労従事者法的保護方

案J用意('18.下)

( 4 )非正規職意見参加通路拡大

0未組織・脆弱労働者などの労働権保護および公正な労使関係形成のた

めに労使関係法・制度改善推進 ('18年---)

一労使自律で超企業単位交渉慣行を形成することができるように労働

委員会の複数使用者*交渉単位統合指導など活性化方案用意

*，勤労条件が類似Jするか、元請・下請けなど「共同利害関係下のJ複数使!日者

(随法 .18)5ト2. 418 (1384) 
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0労使協議会など勤労者代表制度機能強化による非正規職など未組織労

働者の権益保護および利益代弁機能強化

一勤労者代表選出制度改善申を通じて民主性・代表性確保

*勤労者代表に対する選挙権、被選挙構、選挙管理I!など具体的選出手続き新設、

;JI:正規職・派遣・社内下請け労働者参加椀{則前など

一労使協議会の労使協議・議決事項強化など勤労者利害代弁機構地位

向上

→「勤労者利害代弁機構制度改善方案J用意 ('18.下)

9 勤労条件改善

く〉賃金を所得主導成長と公正経済実現の出発点として接近

0最低賃金1万ウォン達成で内需拡大・両極化改善基盤作り、賃金不払

いなど基礎属加秩序違反行為根絶

0賃金体系改編と共にこのためにインフラ構築に主力

く〉週52時間勤労を確立して生活の質を改善して生産性向上

0仕事・生活均衡のために勤労時間制度を改普して、休日・休暇制度改編

*年間平均勤労時間:('16年)2，052→ ('22年)1，890時間

く〉産業災害を画期的に縮小することができるように元請の責任強化、高有

害・危険作業務負禁止など推進

*事故死亡率(万人当り): ('16年)0.53→ ('22年)0.37 

く〉社会的対話・を活性化して、労働尊重社会基本計画樹立推進

( 1 )最低賃金1万ウォン達成推進および制度改善

0依低賃金1万ウォン達成と並行して小商工人・零細企業負担緩和方案

工夫

(龍法 18)51-2. 419 (1385) 



間訳

一最低賃金引上げで零細小商工人の雇用が萎縮しないように雇用安定

資金新設へ雇用延長支援金拡大**など推進

*合計2兆9.708億ウォン、最低賃金120%以下労働者1人当り月13万ウォン支援

**支援期間延長('17→ '20年)、分期当たり支援金額拡大:('17年)18万ウォン

→ ('20年)30万ウォン

0最低賃金算入範囲調整、世帯生計費反映など制度改善方案議論・推進

(最低賃金委制度改善TF)

一最低賃金道守率向上のために実地指導、自律的勤労条件改善支援、

名簿公開・信用制裁など強化

→「最低賃金制度改善方案」用意 ('18上)

0小商工人生業安全網拡充と零細な小商工人保護のために生計型適合業

種特別法制定 ('17.4/4-) 

(2 )賃金不払い根絶および不払い労働者保護

0賃金不払い事業主制裁を強化して勤労監督拡大

一常習不払い事業主は不払金他、懲罰的賠償制度(例:不払金額3倍

以内)を新設して、未支給賃金遅延利子制適用拡大(退職・失業者

→在職者含む)

一勤労監督官増員と連係して勤労監督対象事業場を拡大 ('17→ 122年、

2→10万)と、政府合同TFなど最低賃金・賃金不払い専門担当体

系用意

0政府・公共機関が発注する労務役務契約において賃金不払いが発生し

ないように労務費口座区分管理制度事導入

*請負金額中、労務費を別途口座で支給して執行内訳を発注先が確認

0立替金制度拡充および関連業務効率化など不払い労働者保護強化

(臨法'18)51-2. 420 (1認6)
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一立替金支給要件緩和、支払期間数短縮など立替金制度を改善して賃

金不払いによる労働者生計保護強化

一現在の分散している不払い消算・取り立て業務の一元化、ワンス

トップ支援のための専門担当組織(仮称「賃金債権保障機構J)新

設推進

0不払いが深刻な建設分野では代金支給管理システム、賃金支給保証制、

適正賃金制などを導入して不払い防止推進 ('18年-)

→「賃金不払い根絶および勤労監督革新方案」用怠 ('17.4/4)

( 3 )公正賃金体系確立

0職務と能力により公正に補償を受ける賃金体系拡散

一産業別人的資源開発委員会、業種別協会などを活用、業種・産業別

職務評価標準案開発・普及

ー職種・職級別賃金水準分析、賃金分布公示制*など、企業が自律的

に賃金格差を解消することができるように賃金情報インフラ拡大

*労働市場波及効果、労働者問利益の衝突、企業負担などを総合的に考邸、企業

の職種別、雇用形態別、性別など賃金分布公示

0積極的雇用修正動作の適用事業場拡大(地方公企業など追加)および

賃金分布公示制と連係した性平等賃金公示制導入推進

→「公正賃金および公正取り引き秩序構築政策パッケージj用意('18.下)

0公共機関の賃金体系を職務中心体系で改編推進

一同一価値労働・同一賃金原則を確立して、努力・成果・補償関連係

性を強化して公正性向上

(臨法 .18)5ト2.421 (1387) 



翻訳

*実態調査・追加研究などを経て関連利害関係者と十分な協議を通じて合立導き

lI¥し

一専門性、責任性など業務的特性により職級を区分して、機関特性に

よる職務分析および細分化

*公共行政部門の職務評価標準案開発 ('17年)および職種・験級別賃金水準分析

。自治団体生活賃金制拡散を推進して、市中労賃単価の公共契約反映強化

一周役勤労者勤労条件保護指針内容の契約例規反映、違反業者に対す

る入札参加制限期間延長など制度改善推進

(4 )週52時間勤労明確化

0休日含む勤労時間を週52時間で明確に規定して適用拡大('17年--)

一延長勤労限度が適用されない特例業種を最小化*と特例業種に対し

て週60時間上限、連続休み時間保障など推進

*広告業、金融保険業など特例維持必!梨性が低い16業種除外 (26→10業積)

-1次産業など勤労時間適用除外業種および4人以下事業場に対する

勤労時間制度改善法案用意

0週52時間勤労定着のための指導・監督強化 ('17年--)

一長時間勤労業種と特例業種など例外部門を中心に指導監督拡大(地

方官署別点検団構成など)

一長時間勤労、賃金過少支給の手段になる包括賃金制規制ガイドライ

ンを用意 ('17年)と指導・殴督強化

0勤労時間短縮による中小企業・労働者負担緩和支援

( 5 )仕事・生活均衡勤労文化拡散および勤労時間革新

O勤労時間革新のための法・制度改善推進 ('18年--)

一超過勤労を積み立てて労働者が望む時期に休暇として代替活用可能

な勤労時間貯蓄休暇制導入

(臨法'18)5ト2.422 (1388) 
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*政府機関は超過勤務補償休暇制導入(例:超過勤務8時間当り年暇 1H付与)

一労働者の状況(育児、世話、学業、訓練など)により勤労時間を調

節することができるように「勤労・時間短縮請求権J拡大推進

*知紛~n山純閥、使用者・義務および拒否~!I!l11、全日制勤労復帰権など総合検討

一勤労時間を短縮して新規厳川を哨やした企業の既存人材の所得減少

補完のために勤労時間を分かち合って明日充足共済新設11

0休日・休暇制度改編、勤労文化改善など労働者休息権保障 ('18if~--) 

* (例)民間部門公休日適用、 ij:次休暇2遡述統使用、最小休み時|町制保障など
一民官合同*勤務革新10大提案キャンペーン**など「仕事・生活均

衡」実現への勤労文化拡散

* (rj:l~と)イ I:IJf.家庭両立民官協議会/(地域) {IメJf.・生活均樹地域推進聞など

**①定時退勤②退勤後の業務述給自制③フレキシブル勤務④年暇使m活性化など

→「休日・休暇制度改編方案JJ日意('18..1二)

(6 )重大災害予防など産業安全革新

0産業安全保健体系革新を通じて産業災害事故による死亡者減少推進

*品近5年間産業災害事故死者数5.140人

一危険の外注化防止のために水銀製鍬など高有害・危険作業請負禁11-.

('17.4/4) 

一元請けの責任を強化事してド請け労働者保護強化 ('17.4/4)

*安全特珂!武任拡大 (22個の場所→すべての場所)、違反時下請け事業主とItiJ-に

処ni}

11 僻同訴の i'-Il包云11舎号ス;jlJをIPlFI充足共済とi沢した。中小企業振興公開が I111
小企業人)J支援特別法Jによって中小企業の核心人材の長期在職や優秀人材・の
流入を向けて運営する、政策的なJ~i'向。中小企業 ~Jι業主と核心人材が共同で航

み立てた共済金を5年以上の長JUl{EJ脱した核心人材に成果補償金の形で支給す

る:J~i肖

(飽法'18)51-2. 423 (1389) 



翻訳

一死亡事故発生時、懲役刑に下限導入、法人罰金刑加重 ('18年)

一大型人命事故発生時、再発防止のために調査委員会運営 ('17.4/4)

ー建設業種死亡者減少のための発注者安全管理責任強化 ('18年)

0労働者の精神健康領域まで安全保健保護領域拡大

一感情労働者健康保護ガイドライン普及および保護法案制定推進

('17.4/4) 12 

一産業災害による労働者のトラウマ管理方案施行 ('17.4/4)

(7 )労使政対話活性化および労働尊重社会基本計画樹立

O労働尊重社会議論のための社会的対話機構整備

一労使政府委員会議論議題拡大、運営体系改編方案用意

一主な懸案・課題*中心に議題別業種別委員会活性化等を通して労使

政対話を集中的に推進

*(例)労働市場格差改善法案、 4次産業革命による雇用形態多様化など

0地域内労使協力事項の議論・実践のために地域労使政問対話活性化

一地域労使民政協議会を活用、地域条件を考慮した適正賃金・勤労時

間など議論および現場拡散支援('18年--)

*(構成)地域労使、市民団体、学界、地域官署長など10-15人(委員長:自治団

体長)

(議題)地域雇用戦略および主要懸案議論・議決(設置)147ヶ所(広域17、基

礎130)

一地域実情に合うモデルを発掘することができるように雇用・産業構

造実態調査、労使民政協議支援など専門機関コンサルテイング拡大

O労働尊重社会基本計画樹立推進('18年)

12 感情労働者保護についてはソウル市が初めて条例化した (2016年1月公布)。

脇田滋「韓国における雇用安全網開辿の法令・資料情):ソウル特別市感情労働

者保護条例j龍谷法学50巻l号 (2017年9月)523頁以下参照。

(飽法 '18)51-2. 424 (13叩)
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一労働基本権伸長のための労使関係法・制度改善推進

一中小・零細企業労働者権主主保護のための総合改善法案用意

一強制労働(第29号・第105号)、結社の自由および団結権・団体交渉

権保護(第87号・第98号)等ILO核心条約批准推進

一公企業・準政府機関労働理事制導入および持察・消防公務員の職場

協議会設立許容推進

一学校中心の労働人権教育活性化など勤労権益に対する認識向上およ

び事前予防企画

*中・尚等正規教育過程に労働権反映('18年検定教科書適用予定)、青少年勤労権

議およびインフラ拡大

→労使政が協議した議題を基に対話を通じて「労働尊重社会基本計画J

用意 ('18.下)

10 青年・女性・新中年などオーダーメイド型雇用支援

く〉核心政策対象に対するオーダーメイド型支援を強化して生活の質改善お

よび人的資本蓄積機会提供

0補償・熟練度・情報など求人一求職者間ミスマッチ要因を解消して、

背!.r!・女性・新中年・|障害者など対象別就業|往路要因解消

( 1 )背年:求職ー採用ー勤続など部門別青年雇用陸路解消

O(求職)自分主導的求職活動青年に対する求職促進手当を新設して、

中小企業青年雇用支援のための追加雇用奨励金*支給

*中小企業が青年3人正規職探J1J1時1人賃金を政府が支援

*'17"f 3千人、 '18年2.2万人など5年間約15万人支援(年支援人員基準)

一青年の海外進出支援のために国家別オーダーメイド型プログラム発

(臨i去'18)51-2. 425 (]391) 



観訳

掘、圏外派遣後、就業に達する職務経路モデル構築および情報提供

強化

*青年たちの海外就業需要が高い有望恒|家(例:日本)進出支援、国際機構就業

活性化

O(採用)公共機関青年雇用義務比率を一時上方修正 (3→5%、'18-

20年)と、公正競争をためのプラインド採用拡散(公共部門義務化

'17.4/4) 

一新規市場創出が期待される有望新職業発掘および情報提供強化、創

職活動および力量培養を体系的に支援

*創職支援過程別途概説および段階的スケールアップ ('17年730人→ '20年1千人)、

創職腕自慢大会開催、創聴優秀事例発姻・広報、事後支援強化など

O(勤続)長期勤続支援のために「背年明日充足共済J対象・規模を拡

大*と、明日充足共済で連係i時(追加3年)税制支援**

*<支援対象) 5万人→6万人(支援金)2年間1200万ウォン→1.ωo万ウォン

**損金または、必要経費認定、研究・人材開発費25%税額控除、所得税50%減免

O(インフラ)青年団体、企業、大学などとネットワークを構築して現

場の声取りまとめおよび広報推進申

*青年政策ハプセンター(韓同属JIJ情報院)を通じて政策モニタリングおよび効*

性研究、ネットワーク構築・管理、背年間体一大学ー企業連係した背年政策広

報など

→「青年雇用促進方案」用意 ('18.l/4)

( 2 )女性:仕事・生活均衡拡散および経歴断絶女性再就職支援

O(仕事・生活均衡)r勤労時間短縮請求権*Jを拡大、妊娠、育児だけ
でなく、保育、学業・訓練期間にも勤労時間短縮が可能なように改善

('18.下)

(龍法 '18)51-2. 426 (]392) 



総l!ilにおける属用安全網関連の法令.ft科 (X)

*(現行)妊娠(12週以内および36週以後/日 2時間)および育児(最大1年/日

2 ~ 5 U.HIU)だけ認定→(改善)家肱(!J:it8、学業、訓練などに拡大

**研究委託('17.下)、男女崩用平等法改正案|司会提出 ('18.下)

一育児JUJ勤労時間短縮期間を拡大して(最大1→2年)、短縮期間中、

賃金減少に対する支援強化(通常賃金60%→80%)

一両親共同育児拡散のために育児休職給与(初めての3月まで2佑・)・

配偶者出産休暇(有給3→lOEI)の段階的拡大、パパ育児休職ボー

ナス制強化*

* (現行)150万ウォン、二番目の子どもから200Jiウォン→ ('18.7月から)すべて
の子ども200万ウォン

一妊娠・難妊〔不妊〕による続雌断絶予防のために、難妊休暇(有給

1日合む年間3日)を導入して妊娠則聞に育児休職使用を許容la

O(働く機会拡大)経歴断絶女性特化相談、職業・創業訓練、斡旋など

総合サービス提供、経歴断絶女性再雇用企業・に対する税制支援強化

一家事サービス市場公式化推進および女性新しい仕事センタ一段階的

拡充

一積権的雇用改善措置制度適川事業場拡大(公共機関、 500人以上+

地方公企業追加)、性別賃金格差改善計画提出義務新設 ('17.-ド)

一子ども世話政府支援比率上向きおよび|時間制政府支援拡大

*11寺附制・嬰児終日告IJ政府支援比事(カ捌~タnv所得階府別5%p引ー上げ('18年

~)、i1.~!IIJ制政府支援時間(カ型~夕刻)'.ド4801時 UlJから年600時間に拡大 ('18'.ド~)

→「女性版!日総合対策J用意('I7.4/4) 

( 3 )新中年:長期勤続、転職支援および新規雇用拡大

1:3 雌灯:とは、妊娠しにくいこと、またはそのような状態を示す用語で、 FI*i前
の「不妊jに相当する。

(龍法"18)5ト2. 427 (1:19:1) 



翻訳

O(長期勤続)希望退職濫用防止など勤労契約終了全般に対する改善法

案用意

-65才以上新規雇用者に対する失業給与段階的適用拡大

* (1段階)請負・用役勤労者優先適用→ (2段階)69才以下すべての新規就業者
検討

O(転職支援)生涯経歴設計、職業訓練、就業斡旋のパッケージ支援な

ど転職支援サービスを強化して退職(予定)者の円滑な職場移動支援

*中位所得100%超過新中年にも普遍的に提供(ただし、参加手当支給は制限)

一非生計型・技術創業を体系的に支援して創業の成功の可能性向上

*世代融合型創業支援プログラム運営、商圏情報システム高度化など過密業種進

入抑制および非生計型業種で転換支援

O(雇用拡大)蓄積された専門性と経験を活用することができるように

新中年優先履用職種を改編事 ('17.12月)して、適合職務雇用拡大川

*公共機関優先嵐用義務化 (47種)、民間機関情報提供および服用拡大勧告 (83種)

**新中年を新規属加する事業主に届用創出奨励金支援('18年モデル事業2.∞0人)

一退職専門担当者とNGO・社会的企業を連係する社会貢献活動支援

事業段階的拡大推進

* ('17年)6.∞0人→('18年)7.0∞人→('19年-)成果を見ながら拡大推進
一教育および農漁業創業資金支援など新中年帰農・帰漁・帰マウル活

性化

→「新中年人生3毛作基盤構築計画J発表('17.8.8、2次雇用委員会)

(4)障害者・外国人:障害者雇用拡大および外国労働者・適正管理体系

O(障害者)義務雇用率向上*および国家・地方自治体(公務員)負担

金賦課 ('20年-)、障害者訓練インフラ拡大等を通して障害者雇用支

援拡大

(龍法'18)51-2. 428 (1394) 



健I!Iにおける属1目安全網関連の法令・資料 (8)

* ('I7→ '19年)民間企業2.9%→3.1%、公共部門3.2%→3.4%
一極!日奨励金単価引き上げ、暁症障害者奨励金減額制度廃止推進

O(外国人)専門性・熟練水準別外国労働者管理システムを構築して社

会統合費用を事業主に賦課する「版用負担金J導入検討

(5 )雇用奨励金制度改編

0低所得層など実際に支援が必要な就業脆弱階層に集中支援されるよう

に雇用奨励金制度改善

*J(I{用奨励金支援対象を賃金水準・性別・年齢などで分析して、分析結県を基に

制度改普方案用意 08年)

(6 )履行基盤構築:地域別・産業別ガパナンス

0地域人的資源開発委員会*を発展させて地域雇用事業把握・調整・述

係支援など地域・産業別雇用問題の効果的対応

* 16市道に設置・運営中、労・使・専門家・地方自治体・雇用センターなど参加
。地域別・産業別特性を考慮した「雇用実践戦略Jを用意して ('17.4/4)

事業化およびコンサルティング支援

一成果優秀地域・産業から漸進的自立権拡大→中長期的に地域・産業

単位ガパナンス中心雇用政策樹立・執行

1V.ロードマップ履行計画

1 履行点検体系

( 1 )雇用委員会・関係部署が協業して履行状況周期的点検

0100の細部推進課題別主管部署を指定して、主管部署は分期別履行状

況を雇用企画団に提出

一民間専門家、現場勤務者、政策需要者などが参加する「ロードマッ

(龍法 18)5ト2.429 (1395) 



翻訳

プ現場点検問Jを構成(雇用企画団)して現場の意見反映

Oロードマップ政策課題履行点検結果を定期的に扇用委上程

一履行過程上の除路要因を点検して、既存課題の補完・追加事項発掘

議論

一補完・追加説題のうち重要事項は経済関係長官会議等を通して別途

対策で発表

( 2 )雇用ロードマップに対する対国民疎通強化

0ロードマップ政策課題履行点検結果を雇用委ホームページ掲載

ーロードマップ推進性と評価に国民が直接参加できる方案も共に用意

(例:オンラインーオフライン世論調査)

0部署別顧用現場訪問を活性化して現場で提起された政策課題を雇用

ロードマップに追加反映

*(例)中小企業求人難、宵-年求職難解決のための現場基盤型政策発掘のために関

係部署合同服用キャラパン('17.l0.l2~11.8、国家産団20ヶ所訪問)稼動

( 3 )業務評価を活朋して体系的成果管理

0ロードマップ10大中心課題および100の細部推進器~題は政府業務評価

の雇用課題に選定して集中管理

0地方自治体・公共機関の雇用成果評価を持続的に補完して民間部門・

企業に対しても体感度高いインセンテイプ工夫

2 細部推進課題別履行計画

課題 '17.下 '18上 '18.-ド '19年~

1.履用中心国政運営シス

テム構築

[ 1 ]雇用影響評価強化(踊 予算事業服用影響評価強化

用部) 雇用政策基本法および下位規定改正 |法令評価新設

(随法'18)51-2. 430 (396) 



持IJiIにおける雇用安全網|期述の法令・資料 (8)

諜組 '17.下 '18.上 '18.ド '19{f・~

[2 ]妥当性審先1l，~l!dm指標 山政問査| 新規投資事業府川中心よ'1'佃i
強化(原則郎・企財部) 基構改稲

[3 ]財政支援服則 ~Jι来:革新
財政支鑓属用事業効率化

(雇用部・企財部)

[4]予算編成II~胤川比重拡
堀川閑迎R&D選定時JIjHU点数拡大

大(中企部・行安部など)

[ 5 ]雇用親和的税制改編
租税特例制限法改正

(企財部)

[6 ]雇用中心政策金融支援
雇用企業資金供給抑制強化

体系改編(金融香)

[7 ]公共調達、越・許可時
適椅審査・指定基準改正

雇用評価強化(訓述In
[8 ]服用問迎立i去の迅速推

属用立法事前立案支援・事前法制審査
進支援(踊用部・法制処)

[9 J -1政府業務訴価JtiHII 評価指標m意
評価比重拡大 ([11)調室) !日川Ifl心政府業務評価施行

[9Jー2地方自治体合同評 評価基単新設

価時雇用評価強化(行安部) 服用，"心評価施行

[9]ー3公共機関経営評価 評価使覧mrr.
厩用反映(企財部など) M川中心公企業評価施行
[IOJ扇用創出優秀企業イン 雇用創出企業インセンテイプ用意|

センティプ・喪1't(胤用部) }雇用塔新設・授5・

[11]服用推進体系強化 政府・地方組織
改正指針施行

(行安部 .11ili澗室など) 管理指針改正

[12]隔朋統計拡充(統計庁) 崩用の質指偲開発 | 崩用統計開発・改善体系構築

課題 '17.下 '18.上 '18.下 '19年~

2 雇用安全網強化および

革新型人的資源開発

口3J刷用・産業災符保険死 勤労騨法・ M川保険法など関連法改正 l 
角地帯解消 (M1IJftlD

脆弱階府対象 Iトゥルヌリ支援制度改編および支援対象拡大
適用拡大

日4]版刷・産業災担保険保 失業給与支給水準段階的引上げ

護水準強化 (MJIJ郎)
産業災害認定範聞拡杢l 産業災害労働者職場復帰支援

[15] -1公共闘川サービス 服用相祉+センター拡充

インフラ拡充(服用部) 開Jtl-t'7";トホーム |国家附報プラットホーム
基雄作り 構築

(龍法'18)5卜2.4:31 (1397) 



翻訳

課題 '17.下 '18上 '18.下 '19lF-

[l5Jー2民問委託機関雇用
委託機関品質認証基準構築 モデル運営全面適用 ('21年-)

サービス品質向上(雇用部)

[l6J求職促進支援制度改編 間職促進手当新設支援 |青年求職促間支接

(服用部) (就業成功パッケージ参加者対象) 対象および水準拡大

[17J現場需要オーダーメイ ヤング
中小企業就業連係奨学金

ド人材養成支援(中企部・ マイスター

教育部など) 新設
(年6∞人、 '18-・22年)

日8J未来有望分野人材養成 中長期人材 4次産業革命先導革新大学運営

(教育部・科学技術部など) 需給展望 (20枝、 '19年-)

職業教育マスタープラン
職業教育マスタープラン発表

公聴会開催

[l9J革新型人材養成基盤用 高校学点制作
大学財政支援事業改編

意(教育部・庖用部など) 業設計樹立

[20]全生涯段階生涯職業能 韓国型ナノデグ
生涯経歴診断システム構築

力開発強化(雇用部・教育部) リーモデル開発

[21]職業能力開発の死角地 生涯和的一| 生涯職業訓練口座新設
帯解消(服用部・教育部) 導入

[2幻国家技術資格改編およ
未来有望分野資格新設(17) 産業別力量体系構築

び力量体系構築(服用部など)

課題 '17.下 '18.上 '18.下 '19年~

3.公共届用81万人拡充

[23J現場民生公務員国家職
国家現場民生公務貝補充

10万人(行安部・企財部)

[24]現場民生公務員 地方
地方現場民生公務員補充

職7.4万人(行安部)

[25J社会サーピス 1段階
社会サーピス服用拡充(1段階)

17万人(福祉部)

[26]社会サービス 2段階 社会サービス管理と撮興に関する法律(仮称)制定|
17万人(福祉部) 社会サーピス周用拡充 (2段階)

[27]直接服用転換など(璃 1段階転換推進

用部) 2-3段階実態調査・転換基準用意

[28]公共機関人材補充(企 中小企業人力

財部など) 運営計商樹立

(国家公共提関)

[29]政府償問勤務革新(人 服用分かち合い

事処など) 活用強化 年暇使用促進剤噂入

(龍法 .18)51-2. 432 (1398) 



韓国における雌川安全網関連の法令・資料 (8)

課題 '17.下 '18.j-_ '18.下 '19年~

4.革新型創業促進

[30]高級人材技術創業活性 メーカースペース聞所

化(中企部・教育部・科学
教授・研究目・企業技術人材創業活性化

技術部)

[31]創業企業の安定的成長 革新センターの役割再確立 | 
基盤拡充(中企部・調達庁) 公共調達創業企業購買拡大

[32]ベンチャー企業確認制
ベンチャー育成特別法改正

度全聞改編(中企部)

[33]創業・ベンチャー資金
技術保証基金法制定

調達を投資中心に転換(Itl ベンチャーファンド造成

企部) ベンチャー投資促進法制定

[34]円滑な再挑戦環境造成
連帯保証廃止拡大

差し押さえ

(中企部、法務部) 除外現実化

[35]創業・ベンチャー負担 創業支援法改正

および規制革新(~Il 企部) 法人出資詐容| | ベンチャー育成特別法改正

課題 '17.下 '18ιI~. '18.下 '19年~

5.産業競争力向上および

新産業・サービス業育成

[36]製造業活力回復(産業 産業革新成長

部) 戦略用意

[37]主力産業の高度化支援
事業再編jf<認(年50、-'22年)

(産業部)

[38]中堅企業焼争力強化 '1'堅企業政策
中堅企業成長踏み石強化 (-'22年)

(産業部・中企部) 革新方案用意

[39]中小企業革新成長 (11' R&D革新方案用意
企部・産業部) オンライン輸出

プラットホーム構築
地域特化海外マーケティング支援

[40]海運・造船産業鶴争力
海洋附ペ

強化(海水部・産業部) 設立

組環境補助金
親環境船舶建造支援および公共船舶発技拡大

制度確定

[41]農・漁業融合・複合産 郎クール 良識村観光コー|
業化活性化(農林部・海水 保育マネジャー導入 資源拡充

部など) 地地単位ネットワーク構築、融合・組合産業化地球拡大(-'22年)

[42]中小・中堅企業輸/IHJi;
輸出パウチャー拡大

大(産業部・中企部など)

(開法 18)51-2. 433 (1399) 



制訳

課題 '17.下 '18.上 '18.-F '19年~

[43]共に成長する共生協力 共生法改正

経済活性化(11'企部・公正委) 不公正取り引き申告センター設置拡大

[44 ]外国人投資およびU 投資誘致制度 外部法・ Uターン法・事i特法改正
ターン制度改編(産業部) 統合方案用意 外閑人投資・ Uターン企業支援強化

[45]新産業育成・新市場開
規制発掲ガイ

拓規制革新(園調室・科学
ドライン用意

情報通信融合法改正

技術部)

[46]未来型新産業育成(産 人工知能l量!家職略プロジェクト推進
業部・科学技術部など) 自体ヰi・ドローンなど、テストベッド惜築| 技術常用化支援

[47]サービス産業革新およ
サーピス産業 共有経済総合

び新サービス市場開拓(企
革新戦略用意 計i銅樹立

財部 .llt企部など)

[48]S/W革新・融合を通し I SW産業撮興問|固定タルl
た新しい成長動力創出(科

学技術部) グローパルソフトウェア専門企業育成 ('16年37-'22年100)

[49]科学技術基盤高級堀川 科学技術型創業先導大学背成

創出(科学技術部) 科学文化事業生態系育成法制1意|

[50]金融サービス競争促進

および氷新インフラ構築 クラウドフ7ンディング斑制革新 金融革新支媛法制定

(金融委)

[51] -1観光産業活性化
観光品質認証制導入

(文教体育省・海水部など)

[51]ー2 コンテンツ・ス VR総合支援 ゲームブースト ウェプfトスゥ構ン築Iストーリー創作
ポーツ産業届用創出(文教 センター造成 センタ一造成 キャンJ クラスター構築

体育省) 地域コンテンツ企業育成センター構築、

スポーツ優秀先導企業指定・支援('18年-)

[52] -1環境産業活性化 環境雇用創出
環境雇用創出計画版行管理

(環境部) 計樹確定

[52] -2保健産業革新促進 製薬など分野別
(仮称)保健産業草新創業文様センター運営

(福祉部) 総合計画樹立

[53]防衛産業振興(防事庁) 国防R&D遂行体系改編

[54]建設産業髄争力強化 建設産業 都市開発支援

(岡土部) 発展方案 公社設立

課題

6.社会的経済活性化

[55]社会的経済金融接近性|社会的企業信用保証支援強化| 社会成巣補償事業拡大

向上(金融委、企財部) ， ----， 信協法改正

(飽法 18)5ト2.434 (14∞) 



韓国における属川安全網開i阜の法令・資料 (8)

課題 '17.下 '18ぃk '18.ド '19年~

[56]社会的経済販路支援 社会的経済企業製品優先購買および

(企財部・原川部・中企部) 経営評価反映

ホームショッピング・デパートなど

流通チャンネル迎係強化

[57]社会的経済専川1U'当者

養成システム僻築(合l甘郎・ 社会的経済教育拡大および大学内辿係過程.構築

教育部・ MJfJ日a~)

[58]社会的経済支蝿体系鞍
社会問

備({~財部・ 1irtJU 部)

[59]社会的経済進出分野拡
社会サービス・文化芸術・フランチャイズ分野など支按拡大

大(企財部;・届川部・ 11'企部)

[60]社会的価値実現体系構
社会的価値基本法制定

築(企財部)

課姐 '17.-f '18.J二 '18.ド '19年~

7.地域周用創出社会的価

値基本法制定

[61]ー1特区活性化のため 地域クラス

の特区制度改編 (ff.=財部・ ター活性化方 特区別特例拡大および機能調蝦・述係強化

産業部) 案用意

[61] -2研究開発特区活性 研究開発特区

化(科学技術部など) 発民方案樹立

[62]移転公共機関地域人材
革新都市特別法改正

|革新附十メイド

採用拡大(岡土部・企IIt郎) 教育プログラム支援

公共機関評価指針改正

[63]地j或内胤1IJ支援技能統 人的資源開発委日会101111プラットホーム

合(服用部) 機能強化

地域・産業別崩用実践戦略実行力確保

[64]服用親和現産業問地情
産業集積活性化法改正

築(産業部)

[65]地成投資促進および市

道IIIJ協力産業育成(旅業部 地域間協力l~i業改制 新産業育成

など)

[66]規制特例拡大を過した テストベッド現地域特区導入|

地域革新拠点育成 (11'企部
産学研R&D拠点および削業ベンチャー拠点造成など)

[67]国家革新クラスター'(1
|ース吋岬立

成(産業部・ l五l土郎) ~mE空間構築

(郎法'18)5ト2.4:i5 (1刊1)



翻訳

課題 '17.下 '18.上 '18.下 '19年~

[68]革新都市など地域性長
革新都市特別法改正

拠点育成(国土部)

[69]都市再生周用創出(国 都市再生力量強化および基金融資支援

土部) 都市再生起業指定・支援

[70]労使共生型雇用モデル
|労使共生型雇用コ川テイング事業実施|

拡散(届用部)

課題 '17.下 '18.上 '18.下 '19年~

8.非正規騎寵周防止およ

び差別のない職場造成

[71]期間制使用最小化のた
期間制法・派遣法および施行令改正

めの制度改普(腫用部)

[72]正規取採用条件造成 正規職転換財政・税制支援

(服用部) 雇用形態公示制・企業公示制強化

[73]非正規聴差別積極的解 1期間制法・派遣法・出産休暇法令改正
消(服用部) 1年未満勤続者退職金・年次休暇法令改正 | 

[74]社内下請け勤労者・特 冗諦・下請労働者間の格差解消方案用意・推進

殊形態勘労従事者護(服用部) 問迎法改正推進

[75]非正規職意見参加通路 勤労者利害問構|勤労者州連法

拡大(服用部) 改善法案用意 改正推進

超企業単位交捗支援

課題 '17.下 '18上 '18.下 '19年~

9.勤労条件改普

[76] -1最低賃金1万ウォ
年間最低賃金引上げ

ン達成推進(服用部)

[76] -2最低賃金制度改善
算入範囲など改正

推進(服用部) 最低賃金制度改善案用意

[77]小商工人生業安全網拡 生計型適合業種特別法|
充(rll企部など) 制定・共生法改正

[78]賃金不払い根絶および 労務費契約例規改正

不払い勤労者保護(雇用部・ 勤労基準法・賃金債権保障法など改正、
国土部) モデル事業実施

[79]公正賃金体系確立(届 賃金情報インフラ構築

用部) 公正賃金構築および公正取り引き秩序政策パッケージ用意

賃金分布公示制導入推進

(臨法 18)5ト2.436 (1402) 



緯聞における履m安全網関連の法令・資料 (8)

課題 '17.下 '18.上 '18.下 '19年~

[80]迎52時間勤労明確化.
勤労l時間特例業種縮小

(脱JfJ部など)

[81 ]仕事・生活均衡助労文 勤労時間貯蓄休暇制導入

化拡散(庖用部など) 勤務革新10大提案キャンペーン|勤労時間短縮繭求権導入推進

[82] lf{大災害予防など産業 大型事故調査委員会運営 | 産業安全保健法改正
安全革新(服用部) 感情労働者保雄法制定

[83]労働尊重社会基本計画 労働尊重社会基本計画樹立および

樹立(雇用部) 労働人権教育活性化

[84]社会的対話活性化(麗
社会的対話機構体制整備

用部)

課題 '17.下 '18.上 '18.-F '19年~

10.背年・女性・新中年など
オーダーメイド型周用支援

[85]服用奨励金制度改編
額似・1[(複事業全而再検討 雇用奨励金制度単純化施行

(服Jf)部)

[86] -1青年求職促進手当 就成パ参加青年求職促進手当支給 ('17.下-'181 対象拡大
および2+ 1奨励金新設 年)

(雌用部) 青年追加服用奨励金支援

[86]ー2青年の長期勤続拡
企業支援金統合・支給方式簡素化

大(胤用部・中企部)

[87]公共機関青年雌用拡大 公共機関青年義務服用比率上向き (-'20~)

(服用部) 青年服用促進特別法改正

[88]背年の海外進HI促進 背~国際機構進IB
(服用部・外交部) 活性化方案用意

[89]プラインド採用活性化 公共機関・地方公企業プラインド採用義務化

(服用部) ガイドライン

月l意
民間企業拡散

[90]有望新職業発掘および 未来職業模擬体験支援 未来職業研究強化

関迎インフラ構築(服用部) 制職活動体系的支援

[91 )差別のない女性服用環 積極的服用改善
男女附m平等法改正

境構築(雇用部・女家部) 措置適JfJ拡大

第6抗男女服用平等基本計醐JIJ意

[92]女性経歴維持支援(属 育児休職給与

用部・女家部) 引上げ

家族世話求職制活性化方案用意|

(随法 '18)51-2， 437 (1403) 



観訳

課題 '17.下 '18上 '18.下 '19年~

[93]経歴断絶女性など再就 家事勤労者雇用改醤法制定 | 
職支援(鹿用部・女家部)

経歴断絶女性特化サービス用意I特化施サ行ービス
[94]女性雇用インフラ構築 家族親~I龍証 子ども世話・政府支援向上・

(女家部) 拡大推進 時間制政府支援拡大

[95]新中年勤労者長期勤続
希望退聴濫用防止など勤労契約終了に対する改善法案用意

およひ官職支援(服用部)

[96] -1新中年勤労者新規 新中年服用 適合業務新中年問用創出奨励|
服用拡大(届用部) 優先職種改編 金示飽支援 ('18年、 2，000人)

[96] -2社会貢献周用拡充
社会貢献雇用事業段階的拡大 (5 万人、 -'22~F)

(服用部)

[97]新中年創業活性化(中 世代融合型創 再蜘…事業拡大 l 
企部・服用部) 業支援 ('18年、 3.5∞人)

[98]帰農漁・帰村支援(農 新中年帰農
住宅購入および農漁業創業資金支援拡大

林部) 創業教育拡大

[99]障害者商用拡大(服用 障害者義務班用率上向き | 陣容者勤労支援強化
部) 障害者服用奨励金制度改組

[100]外国労働者適正管理
外国人就摸管理体系改編

体系構築(扇用部)

(間法 '18)51-2. 438 (14倒)


